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研究要旨 

千葉県 HIV 拠点病院会議(事務局 千葉大学医学部附属病院)の活動基盤を利用し、拠点病院集中型の HIV 

診療から地域連携を重視した HIV 診療体制の構築を目的とした。 

HIV 感染症患者の診療行動について、行政と連携して経年分析を行った。患者数が多い東京近郊地域では、

東京都内の病院での診療を受けている HIV 感染症患者が多いことは例年通りであった。しかし、高齢者で

は地域の病院で診療を受ける患者が増加している。今後 HIV 感染症患者の高齢化が進行することを想定し

た、千葉県内の HIV 診療体制の構築が必要である。 

分担研究者においては、拠点病院と HIV 感染症患者の分布、歯科診療体制、病院感染防止対策加算算定病

院、保険薬局、地域コーディネート、介護訪問看護など多角的検討を行い、実態と課題を見い出した。HIV

感染症に対する理解は概ね良好であり、地域連携を推進する上で、サポーターとなる人材や医療基盤がある

こともわかった。今後は、成果物の作成を通して、地域連携を円滑に進めることが求められる。 

地域連携を推進するためには、感染管理加算を算定している病院の役割を重視したい。これらの病院は、

HIV 感染症患者の数と居住地域と重なるように設置されており、感染症診療と感染対策を専門とする医師、

看護師、薬剤師、検査技師が常勤している。これまでは HIV 拠点病院が果たしてきた役割を補完する機能と

して、重要な働きをすると考えられる。 
 
 

研究代表者 

猪狩英俊 千葉大学医学部附属病院 准教授 

 

分担研究者 

谷口俊文 千葉大学医学部附属病院 講師 

佐々木信一 順天堂大学医学部 教授 

鈴木明子 城西国際大学看護学部 教授 

鈴木貴明 千葉大学医学部附属病院 准教授 

坂本洋石 千葉大学医学部附属病院 講師 

葛田衣重 千葉大学医学部附属病院 技術系職員 

高栁 晋 千葉大学医学部附属病院 助教 

塚田弘樹 東京慈恵会医科大学附属柏病院 教授 

 

 

Ａ．研究の目的 

千葉県HIV 拠点病院会議（事務局 千葉大学医学

部附属病院）の活動基盤を利用し、拠点病院集中型

のHIV 診療から地域連携を重視したHIV 診療体

制の構築を目的とする。 

背景として、強力な抗ウイルス療法が開発され、

HIV/AIDS は長期生存が可能な疾患となった。こ

の結果、HIV感染症患者の高齢化が確実に進み、H

IV感染症患者に求められる医療も多様化してきた。 

第一に、悪性腫瘍、心血管疾患、慢性腎臓病、骨

粗鬆症、HAND（HIV関連神経認知障害）などの合

併症に対する診療体制を構築することが必要にな

ってきた。 

第二に、高齢のHIV 感染症患者は、近親者（配偶

者や子）の支援が困難で孤立傾向にある。高齢化の

先には、介護や看取りについても向き合うことが

必要になってきた。 

第三に、依然としてHIV 感染症患者に対する偏

見や、医療機関からの受け入れ拒否がおこってい

る。 

このような課題に対処するためには、HIV感染症

患者のニーズと病態に配慮した柔軟な診療体制が

求められる。これまでは、HIV 拠点病院集中型の

診療を行ってきた。しかし、このような課題に対応

するために、HIV 拠点病院と地域の医療機関との

連携を重視した診療体制を構築することが必要に

なってきたと考える。 

また、地域連携を推進する上で、エイズ診療拠点

病院に求められる新たな役割についても検討する。 

本研究では、医師・歯科医師・薬剤師・看護師・

ソーシャルワーカー・カウンセラーからの多職種

で実施する。 

 

Ｂ．研究方法 

千葉大学医学部附属病院は、エイズ中核拠点病

院である。千葉県内には拠点病院が 10 医療機関あ

る。千葉県の支援を受けて、エイズ拠点病院会議を

開催し、千葉県内の HIV 感染症診療体制を整備し

てきた。エイズ拠点病院会議は、医師・歯科医師・

薬剤師・看護師・ソーシャルワーカー・カウンセラ

ーなどから構成される多職種組織である。 

本研究では、HIV 拠点病院会議の組織を基盤に

行う。分担研究者も HIV 拠点病院会議の参加者を

中心に選定した。 



- 2 - 

 

(倫理面への配慮) 

研究の遂行にあたっては、各施設での倫理委員

会での審査承認をうけて実施した。個人情報の管

理については厳重に扱った。 

Ｃ．研究結果 

HIV 感染症患者の地域分布と地域連携の基盤を調

べる 

千葉県の免疫機能障害で自立支援医療を受けて

いる者は、1394人であった。(2020年 3月 31日現

在) 年齢階級では、18 歳未満は 0 人(0%)、18-39

歳は 349 人(25%)、40-64 歳は 865 人(62%)、65 歳

以上は 179人(13%)であった。 

年別免疫機能障害者数の推移(各年 3 月末で集

計)をみても、毎年増加傾向にあった。特に、年齢

階級では、65歳以上、40-64歳以上の割合が徐々に

高くなっている。免疫機能障害患者の増加と高齢

化が現れている。 

市町村別に分析すると、千葉市・船橋市・市川市・

松戸市・柏市・浦安市の 6自治体でおおよそ 60%の

免疫機能障害者がいることが示された。千葉市を

含む東京に隣接する自治体での HIV 感染症患者の

診療体制を整備することが重要である。特に、船橋

市と市川市にはエイズ診療拠点病院がないことは、

今後の HIV 感染症診療に影響をもたらす可能性が

ある。 

その一方、上位 6自治体に次いで患者数が多かっ

たのは、市原市、八千代市、成田市、習志野市、野

田市であった。成田市を除くと、上位 6自治体に隣

接する地域になる。また、エイズ診療拠点病院がな

いことも共通する。地域連携を進める場合には、エ

イズ診療拠点病院が主導し、地域の医療機関がそ

れに追随し、支援をうける体制を構築することが

必要である。 

65 歳以上に限定すれば、上位 6 自治体以外でも

患者数が多い自治体があった。市原市、野田市、流

山市、山武市が該当する。 

HIV感染症患者の高齢化は、緩徐ではあるが確実

に進んでいることが示された。患者数の多い上位 6

自治体においても、エイズ拠点病院不在の地域も

ある。高齢の免疫機能障害患者に対応できる診療

体制の整備は急務である。 

都市部の HIV感染症患者の高齢化と受診行動 

自立支援医療の申請状況を市町村別に調査した

結果、HIV感染症患者は東京隣接都市部(船橋市・市

川市・松戸市・柏市・浦安市)と千葉市に多かった。

行政との連携により、千葉県内の HIV感染症患者の

地域分布と受診行動を調査し、地域連携にむけた基

盤とすることを目的とした。 

千葉県内の HIV 感染症患者は 1394 名(2020)であ

った。千葉市、船橋市、市川市、松戸市、柏市、浦

安市などの都市部に集中し、この 6 市で全体の

59.6%を占める。平成 30年度までは浦安市を除く 5

市を対象としたが、令和元年度は 6 市を対象に調

査を行った。 

50 歳以上の患者が占める割合は、千葉市と船橋

市が 40%を超えた。柏市、市川市、松戸市は 30%台、

浦安市は 22%であった。前年度と比較して、徐々に

高齢化が進んでいることがわかった。ただし、市川

市では 30歳台の患者が増加している。浦安市は 20

歳台の患者が多く、他の 5 市とは異なる年齢分布

を呈していた。 

受診動向では地域差がみられた。千葉市では 72%

の患者が千葉県内の医療機関を受診し、地域密着

型の診療が行われていた。しかし、残る 5市では多

くの患者が東京都内の医療機関を受診しており、

千葉県内の医療機関を受診している患者は約 30%

程度にとどまった。東京隣接都市部の HIV 感染症

患者の診療は、東京依存型である。これらの潜在的

HIV感染症患者を過小評価した場合、HIV感染症診

療が後手に回るリスクがある。今後、HIV感染症患

者の高齢化が進んだ際には、地域連携の障壁にな

る。特に、船橋市と市川市にはエイズ拠点病院がな

い。このため、拠点病院を核とする地域連携の基盤

は脆弱である。 

上記に挙げた 6 市の周辺市町村でも HIV 感染症

患者が微増傾向にあった。 

 

千葉市内のHIV感染症患者の受診動向と地域連携の

基盤調査 

HIV 感染症患者の高齢化は、50 歳以上は 44%と高

い状態が続いている。日本の高齢化を直視すると踊

り場状態である可能性がある。今後も引き続き、HIV

感染症患者の年齢変化を分析していく必要がある。 

受診医療機関は 70％が千葉県内、30%が東京都内

などの県外であった。年齢階級別には、40-59 歳で

は東京依存型の受診行動をとっている。しかし、前

後の若年層と高齢層では千葉県内に回帰していた。 

千葉市内の受診医療機関をさらに分析すると、千

葉大学医学部附属病院と国立病院機構千葉医療セ

ンターを受診する患者がおおよそ 3 分の 2 であっ

た。これらの医療機関を中心に、地域連携の基盤を

整備していくことが可能であると考えられる。 

また、処方状況を分析した。ほぼ、すべての HIV感

染症患者が抗ウイルス薬の処方を受けていること

が判った。 

さらに、近年は STR の抗ウイルス薬が開発されて

きている。STR の割合は増加傾向にある。高齢者や

基礎疾患を有する患者では、抗ウイルス薬以外の処

方があり、服薬管理が難しくなる。このような STR

の普及は、地域連携においても重要になってくると

考えられた。 

千葉市には、外国人は 13 人(6.3%)が登録されて
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いた。(2020のみ調査) 年齢別には、20-29歳 3

人、30-39 歳 1 人、40-49 歳 3 人、50-59 歳 6

人という結果で 50歳以上の割合が高いのは同様で

ある。 

 

東葛北部の地域連携の可能性に関する研究 

船橋市、市川市、松戸市、柏市の HIV感染症診療

は、東京依存型である。HIV感染症患者が地域の医

療機関を受診していないため、HIVの感染症患者へ

の医療ニーズが過小評価されている可能性がある。

HIV 感染症患者が高齢化した場合の医療体制を構

築していく必要性を改めて認識した。 

東葛北部地域の患者年齢は比較的若いが、50 代

以上のいわゆる癌年齢の割合も増加していくので、

今後は悪性腫瘍、慢性腎臓病などの合併症に対処

していく体制の強化が課題になることが予想され

た。 

 

地域病院への HIVの感染症診療の連携 

HIV感染者が必要とする HIV 以外の診療（糖尿病

や高血圧などの慢性疾患、歯科定期健診、交通外傷

や悪性新生物の治療など）を HIV 感染者の希望す

る地域で障壁なく診療体制を組めることを検討し

た。その候補として、病院感染防止対策加算を算定

している病院が担うことができるか検討した。 

HIV感染症患者の居所(市町村)と感染防止対策加

算 1 を算定している病院をマッピングすると、ほ

ぼ一致することを確認した。医療インフラストラ

クチャーとして、感染防止対策加算 1 を算定して

いる医療機関は有力な地域連携の担い手である。 

加算１および２の病院で HIV 感染者の受け入れ

を可能にするためには専門医の普及、知識の啓蒙

と針刺し・体液曝露の予防薬配置が重要である。 

加算１病院はエイズ拠点病院との連携の上、入

院・外来ともに HIV 感染以外の疾患治療を受け入

れることが可能であると考えられるが、DPC算定の

持参薬の利用禁止などのルールを「抗 HIV薬」に関

してどのように回避するか提言する必要がある。

加算２病院は外来患者の受け入れの可能性がある。 

高齢者福祉施設における HIV 感染者受け入れに関

する教育啓発活動についての調査 

HIV感染症患者の受入を目的に、高齢者福祉施設

の就業者を対象に研修会を開催してきた。 

いわゆる受入拒否の原因は誰に？との質問に対

して、“介護担当者は管理者にある”、“管理者は介

護担当者にある”、といった具合であった。同一施

設内でも、他者に受入拒否の原因があるような行

動をとっていることがわかった。 

研修成果として、約 6割が HIV感染症患者の地域

連携に理解を示した。また、7 割が HIV感染症患者

の受入に理解を示した。 

高齢化した HIV 感染症患者の高齢者福祉施設等

への円滑な受入れのためには、職員と管理者に対

する正しい知識の周知・啓発と、施設内におけるコ

ンセンサスを得る機会を作ることが必要不可欠で

ある。 

心理カウンセラーの役割 

千葉県内で HIV 感染症のカウンセリングを担当

できるカウンセラーは限定されていることが分か

った。拠点病院においても、心理カウンセラーが配

置されていない。千葉大病院では HIV 感染症患者

に対して、カウンセリングの機会を提供するため

リーフレットを作成した。 

今後は、心理カウンセラーの必要性について活動

を行い、心理カウンセラーが不在の医療機関でも、

カウンセリングに準じた対応ができるような体制

整備を行う。 

HIV患者の社会的背景やニーズ、不安、差別体験が

治療継続に及ぼす影響に関する研究 

千葉大学医学部附属病院の HIV 感染症患者は男

性が多く、年代は、50代以上が半数を占めている。

当院においても高齢化が進んできていると考えら

れる。 

社会的特徴は、学歴や収入には大きな偏りはなか

ったが、患者それぞれに対する、より個別な対応が

求められると考えられる。 

地域医療機関への受診や在宅支援を円滑に進め

るためには、通院に対する患者の気持ちを明らか

にする必要があると考えられた。 

看護師は、患者の全体像を捉え、患者の希望や身

体状況を踏まえながら、患者の療養生活を整えた

り連携を図ったりするコーディネーター業務を担

うことが多い。地域医療機関への受診についても

同様に、患者へ必要な医療を提供できる場の保証、

知識の提供、スムーズな連携を図る上で看護師の

担う役割は今後更に重要となるだろう。 

地域連携を促進するために解決すべきメンタルヘ

ルスケアについての研究 

HIV 感染者 50 名を対象としてストレス・コーピ

ング尺度と SDS 抑うつ尺度、STAI 不安尺度を実施

した。ストレス・コーピングの下位尺度（「感情表

出」「情緒的サポート希求」「認知的再解釈」「問題

解決」の４つ）の得点はいずれも、尺度標準化の際

の参考となる平均値に比べて低かった。また、SDS

の得点による分類では、正常範囲（~39点）25名、

軽度（40～47点）17名、中等度（48～55点）3名、

重度（56 点～）5 名となった。STAI は、平均値を

算出し、それをカットオフ値として用いたところ、

状態不安では 9名、特性不安では 11名が平均値よ

り高い不安を示した。3つの尺度に年齢を加え、相

関分析を行なった結果、SDS と STAI の 2 下位尺度

のそれぞれに正の相関がみられ、特に SDS と特性

不安の間に強い正の相関がみられた。また、ストレ

ス・コーピング尺度と SDS、STAIの間では、ストレ
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ス・コーピング尺度の「認知的再解釈」および「問

題解決」は、SDS、STAIのいずれとも負の相関がみ

られた。一方、「感情表出」は特性不安や年齢との

間において弱い正の相関を示した。 

HIV感染者のストレス・コーピングの特徴として、

対処行動自体が抑制的であった。また、HIV感染者

の精神状態として、抑うつや不安が高い者が存在

することが明らかとなったが、特に、肯定的な認知

的解釈や積極的問題解決の抑制が関わっているこ

とが認められた。これらのことから、HIV感染者へ

の支援として、カウンセリング等での心理面およ

び認知行動面へのアプローチが重要であると考え

られる。 

HIV 感染症患者の歯科医療体制整備にむけた歯科

医療機関の感染対策の現状調査 

千葉県と千葉県歯科医師会では、協力歯科医療機

関の登録を進めているが、20 施設程度にとどまっ

ている。また、全県を網羅するような体制でもない。

その背景には、歯科医療機関の感染対策に課題が

あると仮説を立てた。 

千葉県歯科医師会の協力をうけて歯科診療施設

の感染対策について調査した。質問紙を 2554歯科

医療機関に郵送し、684 医療機関から回答を得た。

(回収率 26.8%) 

感染対策研修の実施状況、マニュアル整備状況、

標準予防策に対する理解などが不十分であった。8

割を超える医療機関で B型肝炎、C型肝炎陽性患者

の診療受入実績がある。HIV感染症患者の診療受入

実績のある医療機関も約 11%あった。針刺し事故や

体液曝露事故を経験した歯科医師は約 50%であっ

た。しかしながら、針刺し体液曝露事故が発生した

場合の対応が十分整備されている医療機関は半数

にも満たなかった。体制整備には歯科医療機関単

独での感染対策には限界があり、地域の医療機関

との連携も必要であると考える。 

この研究成果は、千葉県歯科医師会のジャーナル

に投稿した。また、冊子にまとめ、千葉県歯科医師

会の会員、千葉県内の医療機関、全国の HIV拠点病

院へ配布した。 

歯科診療体制について 

上記の研究を通して、歯科医療機関における感染

対策の脆弱性を改めて確認した。しかしながら、

HIV 感染症患者からの歯科診療の要望が発生して

いる。 

HIV感染症患者の診療可能な歯科医療機関を整備

するためには、病院歯科での HIV 感染症診療体制

を確立することが早道と判断した。この対応とし

て、千葉大学歯科口腔外科の関連病院を中心に HIV

感染症患者の診療体制を整備した。千葉大学医学

部附属病院の歯科口腔外科の関連施設では 85%の

施設が HIV 感染症患者の診療を受け入れている。

しかし、診療設備やスタッフの更新・拡充を求める

意見があり、受け入れる側の体制が充実していな

い。さらに地域との連携が整っていない。 

こうした関連病院においても、感染対策は重要課

題であった。感染対策を十分に講じて歯科診療を

実施するには、単科での体制構築には限界があり、

病院としての歯科に対する支援体制が必要である。 

歯科領域における HIV診療体制の現状 

治療受け入れの状況について 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）は、HIV感

染症について 10%の施設で受け入れ経験があった。

HIV 感染症の歯科診療を受け入れるにあたって必

要なことは、HIV感染症についての講習、院内感染

対策の講習、診療情報提供書の持参、就業者の理解、

院内の感染対策の整備、針刺し体液曝露後の診療

体制針刺し事故後の支援体制の有無を尋ねた。い

ずれの項目も 4 分の 3 の歯科医師が必要と回答し

た。 

HIV感染者を受け入れていない理由 

HIV感染症を受け入れていない理由として、施設

設備が対応していない 33%、滅菌機械が対応してい

ない 7%、人員不足 19%、スタッフの知識が足りない

11%、他の患者への配慮から 7%、院内の理解が得ら

れない 4%、その他 19%であった。 

HIV感染者受け入れに必要な方策 

診療設備の更新・拡充 26%、滅菌機械の更新・拡

充 17%、スタッフの増員 14%、講習会の開催 14%、

病院への周知 17%、患者への周知 12%であった。 

透析患者 CKD患者の地域連携 

千葉県透析医会からの協力を得て、積極的に HIV

感染症患者で透析を必要とする患者を受け入れる

体制が構築できた。 

透析医療機関を対象に実施した質問紙調査では、

感染対策などの課題があった。透析を行っている

千葉県内 148 施設を対象にアンケート調査を行っ

た。(回収率 45.9%) 調査によると HIV感染者の診

療実績がある施設が 11 施設(16.2%)、実績はない

が診療可能な施設は 11 施設(16.2%)であり、現段

階で診療可能な施設は併せて 22 施設(32.4%)であ

った。診療の阻害因子としては感染対策マニュア

ルの整備ができていないと回答した施設が最も多

く 26 施設(38.2%)であった。針刺し事故に関与す

るものとしては、対応がわからないと回答した施

設が 15施設(22.1%)であった。 

今後は、千葉県透析医会を通して、HIV感染症患

者の受け入れ体制を強化する。教育研修の機会を

重ね、HIV感染症患者の透析診療を推進したい。 

患者が地域の保険薬局を選んだ時に対応できるシ

ステム作りに関する研究 

1.自立支援医療(更生医療)指定薬局調査 
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自立支援医療の指定を受け抗 HIV 薬の調剤に対

応できる薬局は人口密度に準じて千葉県下の広範

囲に立地するため、地域の保険薬局での薬剤受け

取りを希望する患者の要望におおむね応えること

ができると考えられた。拠点病院の立地と同様、患

者宅の近くに薬局がない地域が見受けられること

が、今後の課題であると考えられた。 

2.服薬指導時の問題点・留意点の調査 

本調査より保険薬局においてプライバシーへの

配慮など特有の課題を含みつつも患者のアドヒア

ランス向上のために多くのことを確認しながら患

者に伝えている一方、抗 HIV 薬の服薬指導の実績

を積んでいる薬局でも、困っていることが多いこ

とが明らかとなったことから、HIV薬の調剤・服薬

指導においては HIV 診療拠点病院と保険薬局の連

携の良い関係が図られることが望ましいと考えら

れた。服薬指導に関しては抗 HIV 薬に関する服薬

指導で特に重要な項目について、千葉県 HIV 拠点

病院会議 薬剤師部会で協議を加えながら服薬指

導項目を作成できたので、地域の薬剤師会とも協

力しその利用を広めることが有用であると考えら

れた。 

また系列薬局をもたない個人や小規模経営薬局

においては、高額医薬品である抗 HIV 薬の在庫管

理に課題が残ると考えられた。よって今後は、系列

薬局をもたない個人や小規模経営薬局においても

抗 HIV 薬の在庫管理への負担が軽減できるよう、

抗 HIV 薬を含む高額医薬品について在庫情報の共

有ができる在庫情報共有ツールとしてのクラウド

在庫管理システムの有用性の検証が必要と考えら

れた。 

3.抗 HIV 薬調剤時における服薬指導重要項目の

作成 

 服薬指導時の重点項目が明らかとなったこと

で、経験の少ない保険薬局薬剤師であってもスム

ーズに抗 HIV 薬の服薬指導が行えることが期待さ

れる。今後作成した服薬指導重要項目は、実際に臨

床で運用されながら、適宜評価されていくことが

望ましいと考える。 

4.抗 HIV 薬の在庫情報管理システムの構築と評

価 

薬局ごとに異なる在庫の更新方法を選択してい

るがそれぞれ問題なく行えていることから、在庫

更新方法の汎用性は高く、限定された 30品目程度

であれば日常業務の中で手動での在庫数更新が可

能であることが示唆された。 

拠点病院の看護体制について 

千葉大学病院では、HIV感染症患者の看護手順の

標準化に向けた資料作成を行っている。 

規則的な受診、メンタルヘルスケア、合併症に対

する聞き取り、家族関係、就業に関するものなどの

データベースを作成し、支援体制をとっている。こ

れらは、千葉大学病院の診療に有用なものとなっ

ている。これをモデルケースとして、HIV感染症の

診療経験のない医療機関でも応用できるものを目

指している。 

地域の看護体制について 

拠点病院と施設との地域連携を推進する目的で

意見交換会を行い、効果的な啓発活動の在り方を

検討する。 

地域の訪問看護事業所や介護支援事業所を対象

に意見交換会を実施した。(4回) 

意見交換会は、①セミナー(医師、看護師、ソーシ

ャルワーカー)、②当事者(HIV 感染症患者)からの

メッセージ、③グループワーキングの 3 部構成と

し、医師と看護師とソーシャルワーカーから HIV感

染症の講習を実施後、HIV感染症の当事者からの講

演を受講する、というプログラムである。 

HIV 感染症が知られるようになってから 30 年以

上経過しているが、知識と理解が停滞している医

療従事者が多数おり、このような基礎的講習会の

重要性を確認した。特に、HIV感染症患者からの講

演は、極めてインパクトがあった。HIV感染症患者

の診療については、おおむね共感を得ることがで

き、積極的受入を表明する事業者も現れた。 

HIV感染者を受け入れるために、差別や偏見に目

を向けるだけでなく、「こうすれば大丈夫」という

メッセージを伝えた上で、「大丈夫と言われても、

どこが心配か」という細かな疑問を解決していく

ことで、少しずつ対応可能な施設が増えることが

期待される。 

毎回、千葉県内 300 から 1000 施設に案内を出し

ているが、参加者は 1-4%であった。第 1 回(市川)

では 9 施設 10 名/298 施設(3.0％)、第 2 回(千葉)

では 36施設 49名/853施設(4.2％)、第 3回(柏)で

は 15施設 20名/744施設(2.0％)、第 4回(千葉)で

は 11施設 13名/1011施設(1.1%)(COVID-19の影響

あり)という状況だった。この割合は、一定してお

り、HIV感染症への関心は限られていることを認識

した。 

しかし、HIV感染症に興味関心のある施設やスタ

ッフは 1～3%程度であるが、存在することが明らか

になった。このような施設を核として、HIV感染者

の受入可能な施設を増やしていくことを目指した

い。限られた施設であるが、HIV感染症の診療に賛

同いただいた施設を大事にして、支援していくこ

とが重要と考える。 

 

ソーシャルワーキング 

地域連携の基盤として、HIV 陽性者の社会資源利

用状況を調べた。その結果、治療継続に必要な公的

制度は適切に利用でき、生活を支えるサービスも

利用に困らない状況だった。しかし、施設サービス

利用は進んでいなかった。この現状から、支援者に
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正しい知識を提供すること、サービスが適切に利

用できないのは、本人の人権を侵害しているとい

う意識を啓発する必要があることが明らかとなっ

た。これを促進するために、HIV陽性者が利用でき

る「千葉県 制度の手引き」を作成した。 

 

Ｄ.考察   

拠点病院集中型の診療体制から、地域連携を重視

した診療体制構築を目指して研究を進めた。 

個別の領域では、HIV感染症患者の透析医療と歯

科医療が課題であった。透析については透析医会

からの協力を得て積極的受け入れ体制ができたこ

とは大きな成果である。 

歯科医療については歯科医療機関での感染対策

に課題があり、積極的に受入医療機関を増やすこ

とには、問題があることが分かった。当面の課題と

して、感染対策が整備された医療機関での受入体

制を構築することになった。 

薬剤師・保険薬局の役割は、抗 HIV薬の管理の重

要性に移行し、システム運用の可能性を探ってい

る。 

訪問看護事業所や介護支援事業所では、HIV感染

症に対する関心がまだまだ低いことが分かった。

積極的に HIV 感染症に対する知識を得ようとする

風潮にはなく、看護の領域では、協力可能な施設は

限定される。しかし、講習会等を通して、積極的に

啓発活動を実施すると、HIV感染症患者を受け入れ

ようとする動機付けになることも分かった。継続

的に地道な教育啓発活動は必要である。 

地域連携の基盤を作る上で、拠点病院の役割は大

きいことも改めて認識した。拠点病院は、地域の医

療機関に対して継続的に支援を行うことが重要で

ある。そして、地域の医療機関からも、拠点病院の

指導的役割に期待するものが大きい。今後は、地域

の医療機関に頼られる存在として、地域医療を統括

調整する役割が求められていく。 

 

Ｅ．結論 

強力な抗ウイルス薬が開発された結果、HIV感染

症患者の高齢化にむけた医療体制を整備すること

を検討した。悪性腫瘍、心血管疾患、慢性腎臓病、

骨粗鬆症、HAND などの合併症に対する診療、介護

や看取りなどの終末期医療も含まれる。 

千葉県内には、HIV感染症患者に対応可能な医療

インフラが存在することを確認した。 

HIV感染症患者の受診行動をみると地域差がみら

れた。東京に隣接する地域では、患者数が多いにも

関わらず、多くは東京都内の病院を受診している。

HIV 感染症患者の高齢化の実態が顕在化していな

い可能性がある。一方、千葉市内では、拠点病院を

核とする診療体制が確立し、地域連携を行いやす

い環境にあった。 

地域連携は多職種連携である。しかしながら、HIV

感染症に対する正しい知識が普及していない現状

がある。このような状況は、患者の受入拒否の原因

であり、地域連携の阻害因子になっている。医療従

事者に正しい知識をもっていただくために、継続

的な教育啓発活動は不可欠である。 

今後、地域連携が推進していった場合、拠点病院

集中型の医療提供体制は緩和されることが予想さ

れる。その場合でも、拠点病院は、地域の指導的役

割と地域連携統括機能をもつ存在が重要になると

考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

本研究では介入研究ではないため特記すべき健

康危険情報はありません。 
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rm HIV infection with different neurocognitiv

e functions: detailed analysis of a Japanese n

ationwide multicenter study. J Neurovirol. 20

19 Apr;25(2):208-2 

2 学会発表 

柴田幸治 谷口俊文 猪狩英俊 「高齢者福祉施

設等職員の HIV 感染者受け入れに関する調査結果 

～HIVに関するバイアスの無い対象者に対し～」日

本エイズ学会、2020年、千葉 

遠藤千鶴、猪狩英俊 他 「HIV 患者の社会的背景

やニーズ、不安、差別体験が治療継続に及ぼす影響

に関する研究 第一報」日本エイズ学会、2020年、

千葉 

谷口俊文 「日本における PrEPの現状 千葉大学

におけるＭＳＭコホートの取り組み」日本エイズ

学会 シンポジウム、2020年、千葉 

谷口俊文 「新型コロナ重点医療機関の役割と HIV

診療への影響」日本エイズ学会 シンポジウム、

2020年、千葉 

谷口俊文 他 「国内新規 HIV/AIDS 診断症例にお

ける薬剤耐性 HIV-1の動向」 

谷口俊文 他 「レセプト情報・特定健診等情報デー

タベース(NDB)を利用したHIV感染症における医療経

済的分析」日本エイズ学会、2020年、千葉 

谷口俊文 「長期療養時代におけるダルナビルの

臨床的意義」 日本エイズ学会、2020年、千葉 

谷口俊文 「処方経験から見えてくる 2 剤療法

（DTG/3TC）の価値」 日本エイズ学会、2020 年、
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千葉 

谷口俊文 「With/After COVID-19 時代における

ARTの New Normal」 日本エイズ学会、2020年、

千葉 

鈴木明子 他 「地域で HIV陽性者を支えるために

実施した意見交換会の成果」日本エイズ学会、2020

年、千葉 

築地茉莉子 他 「進化を続ける抗 HIV薬の「剤型」 

持効性注射剤の特徴～精神疾患領域での使用経験

から～」 日本エイズ学会 シンポジウム、2020年、

千葉 

築地茉莉子 他 「抗 HIV療法における意思決定と

アドヒアランスに関する他施設共同研究(DEARS-J 

study) 」 日本エイズ学会、2020年、千葉 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

現時点では特許取得、実用新案登録の予定はあ

りません。 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 
研究分担課題 千葉県の統計からHIV感染症患者の地域分布と地域連携の基盤の調査と分析 

研究代表者 猪狩英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授  

研究分担者 塚田弘樹 東京慈恵会医科大学附属柏病院 感染制御診療部長 教授 

 

研究要旨 

 HIV感染症患者の高齢化に伴い、基礎疾患、介護・看取りも想定した診療体制の構築が必要である。

千葉県内では 1400 人の HIV 感染症患者がいるが、その多くは、千葉市と東京隣接の都市に集中してい

る。具体的には千葉市、船橋市、市川市、松戸市、柏市、浦安市に多い。この 6 自治体でおおよそ 60%

の免疫機能障害者がいることが示された。千葉市を含む東京に隣接する自治体での HIV感染症患者の診

療体制を整備することが重要である。特に、船橋市と市川市にはエイズ診療拠点病院がないことは、今

後の HIV感染症診療に影響をもたらす可能性がある。 

65歳以上に限定すれば、市原市、野田市、流山市、山武市など上位 6自治体以外でも患者数が多いこ

とが判った。 

HIV 感染症患者の高齢化は、緩徐ではあるが確実に進んでいる。患者数の多い上位 6 自治体において

も、エイズ拠点病院不在の地域もある。高齢の免疫機能障害患者に対応できる診療体制の整備は急務で

ある。 

 

A. 研究目的  

HIV感染症患者の千葉県内の地域分布を把握し、

地域連携の医療基盤を分析する。 

全国的に HIV 感染症患者の高齢化が進行してい

る。2019年、千葉大学医学部附属病院に通院する

患者(315 人)では 50 歳以上の患者が占める割合

は 40%を超過した。千葉県健康福祉部疾病対策課

の県域調査(2020 年 3 月)では、1441 人の HIV 感

染症患者がおり、40歳以上は 52.9%、50歳以上は

17.6％という結果であった。地域間の格差がある

と考えられる。しかし、全国的な動向を踏まえ、

HIV 患者の高齢化を想定した診療体制を構築する

必要がある。 

 

B. 研究方法 

千葉県庁のデータベース、市町村ごとの免疫機

能障害者手帳所持者をもとに HIV感染症患者の

動向を調べる。

(https://www.pref.chiba.lg.jp/shoufuku/tech

ou/toukei.html)   

また、HIV 感染症患者の細かい年齢分布と受診

動向を調べる。特に患者数の多い、千葉市・船橋

市・市川市・松戸市・柏市・浦安市を対象とした。 

千葉市については、千葉市障害者福祉センター

に依頼し、2019年度の自立支援医療の対象患者の

年齢と診療病院を調査した。 

また、船橋市・市川市・柏市・松戸市・浦安市に

ついては、千葉県の健康福祉部疾病対策課を通し

て、各自治体の自立支援医療担当部署に依頼し、

自立支援医療の対象患者の年齢と診療病院を調

査した。(年齢と診療病院情報は非連結) (千葉

市分は、千葉大学大学院医学研究院にて倫理審査

承認。他地域は、個人情報に抵触しない範囲での

情報提供をうけた。) 

 

C. 研究結果 

1 免疫機能障害者数 

千葉県の免疫機能障害で自立支援医療を受け

ているものは、1394 人であった。(2020 年 3

月 31 日現在) 年齢階級では、18 歳未満は 0

人(0%)、18-39 歳は 349 人(25%)、40-64 歳は

865 人(62%)、65 歳以上は 179 人(13%)であっ

た。 

2 年別免疫機能障害者数の推移(各年 3 月末で

集計) 表１ 図１ 
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表 1には、年別年齢階級別の患者数を示した。

図 1はそれをグラフ化した。2011年以降、免

疫機能者数は増加を示している。 

3 免疫機能障害者の高齢化分析 図 2 

図２ を入れる 

 

 

 

 

 

 

 

 

年別 年齢階級比率を示した。これは、図 1を

基にしたものであるが、65 歳以上、40-64 歳

以上の割合が徐々に高くなってきている。 

4 市町村別の免疫機能障害者数 表 2  図 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市・船橋市・市川市・松戸市・柏市・浦安

市の順で免疫機能障害者数は多かった。千葉

市と東京隣接の都市部に多く、この 6 市で全

体の 60%に達している。 

5 上位 6市の年齢階級分析 2020年 3月 表 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65歳以上の割合に注目すると、千葉市・船橋

市・松戸市の高齢化が進んでいる。一方、浦安

市ではこの割合が少ない。 

6 免疫機能障害者の年齢階級別 人数 全県 

(2020年 3月末) 表 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18-39 歳と 40-64 歳では、上位 6 市が上位を

占めた。しかし、65歳以上になると、市原市、

野田市が上位にはいってきた。流山市、山武

市は、浦安市よりも多い数であった。免疫機

能障害者の高齢化は、上位 6 市以外でも課題

になってきていることが判った。 
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D. 考察 

千葉県内の免疫機能障害者(HIV感染者数とみな

し)は、2011 年以降も増加傾向にある。これに伴

い、65歳以上の高齢者の割合が増加している。 

千葉県のデータベースを基にしたため、年齢区

分が 18 歳未満、18-39 歳と 40-64 歳と 65 歳以上

という 4区分となっている。 

その中で、千葉市・船橋市・市川市・松戸市・柏

市・浦安市の 6 自治体でおおよそ 60%の免疫機能

障害者がいることが示された。千葉市を含む東京

に隣接する自治体での HIV感染症患者の診療体制

を整備することが重要である。特に、船橋市と市

川市にはエイズ診療拠点病院がないことは、今後

の HIV感染症診療に影響をもたらす可能性がある。 

その一方、上位 6 自治体に次いで患者数が多か

ったのは、市原市、八千代市、成田市、習志野市、

野田市であった。成田市を除くと、上位 6自治体

に隣接する地域になる。また、エイズ診療拠点病

院がないことも共通する。地域連携を進める場合

には、エイズ診療拠点病院が主導し、地域の医療

機関がそれに追随し、支援をうける体制を構築す

ることが必要である。 

65歳以上に限定すれば、上位 6自治体以外でも

患者数が多い自治体があった。市原市、野田市、

流山市、山武市が該当する。 

HIV 感染症患者の高齢化は、緩徐ではあるが確

実に進んでいると考えれる結果になった。患者数

の多い上位 6自治体においても、エイズ拠点病院

不在の地域もある。高齢の免疫機能障害患者に対

応できる診療体制の整備は急務である。 

 

E 結論 

高齢の免疫機能障害患者に対応できる診療体制

の整備は急務である。 

 

F 健康危険情報 

本研究では介入研究ではないため特記すべき健

康危険情報はありません。 

 

G 研究発表 

1 論文発表  

なし 

2 学会発表 

猪狩英俊 他 千葉県内の HIV感染症患者の受診

行動と地域医療の課題 第 33回日本エイズ学会 

3 その他 2019 年 2 月 27 日 船橋保健所主催

の HIV啓発講習会で公表 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 
1.  特許取得 

なし 
2.  実用新案登録 

なし 
3.  その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 

研究分担課題 千葉市内の HIV感染症患者の受診動向と地域連携の基盤調査 

研究分担者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授  

 

研究要旨 

HIV 感染症の高齢化とその医療体制を構築するためには、拠点病院集中型の診療から、地域連携が重要になる。

千葉市内の HIV感染症患者の年齢階級別の患者数と受診行動、処方内容を分析することにした。 

千葉市の HIVの感染症患者の高齢化 50歳以上の割合は 44%であり、この 3年間では変化がなかった。 

千葉市内では、二つの拠点病院を中心とする患者診療が確立している。ここを拠点に地域連携の推進が可能で

あると考えられた。 

40-59歳の年齢層では、東京依存方の受診行動をとっており、今後の動向に注目している。 

ほぼすべての HIV感染症患者が抗ウイルス療法をうけており、処方薬もシングルタブレットレジメンが増加して

いる。このような処方動向も地域連携に向けて、薬局や薬剤師間の連携にも重要である。 

A. 研究目的 

HIV感染症患者の高齢化が指摘されている。強力

な抗ウイルス薬が開発された結果、長期の生存が

可能になっている。千葉県内では約 1400人の HIV

感染症患者がいる。これは、自立支援医療の免疫

機能性障害を申請した患者をベースに集計したも

のである。 

HIV 感染症患者では、心臓血管系、慢性腎臓病、

メンタルヘルスなど、生活習慣に関連する合併が

多いことが指摘されている。そして、その延長に

は介護・看取りがある。 

これらの合併症と終末医療を見据えた診療体制

を整備していくことが重要であると考える。 

私どもの厚生労働科学研究では、拠点病院集中型

の診療から、地域連携を重視した診療体制を整備

することを検討してきた。 

 

B. 研究方法 

千葉市障害者相談センターのデータベースを基

にした調査である。千葉市内に居住する免疫機能

障害の自立支援医療の申請を行ったものを対象と

した。 

調査項目は、年齢、性別、通院病院、現在の処方

薬である。 

本研究の実施にあたっては、千葉市障害者センタ

ーの承諾を得た。また、千葉大学大学院医学研究

院の倫理委員会での審査承認を得た。 

 

C. 研究結果 

1. HIV感染症患者の数の推移  

 2018 2019 2020 

00-09歳 0 0 2 

10-19歳 1 2 0 

20-29歳 7 7 14 

30-39歳 35 30 34 

40-49歳 64 70 65 

50-59歳 44 45 47 

60-69歳 25 23 28 

70-79歳 12 13 13 

80-89歳 3 3 2 

合計 191 193 205 
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千葉市内の HIV 感染症患者は 2018 年から 2020 年

の間に増加がみられている。 

棒グラフでみると、20-29 歳の階級で増加がみら

れているが、その他の年齢層において、特徴的な

変化は確認できなかった。 

 

2. 年齢階級別患者数の推移 

 2018 2019 2020 

30歳未満 4% 5% 8% 

40歳未満 23% 20% 24% 

50歳未満 56% 56% 56% 

50歳以上 44% 44% 44% 

60歳以上 21% 20% 21% 

50 歳以上の割合は 44%と高いものの、この 3 年間

では変動がない。60 歳以上の割合も同様に 20%で

あり、この 3年間では変動がない。 

今後の状況を観察する必要がある。日本の人口の

高齢化をみると、千葉市の HIV 感染症患者の高齢

化の進行は踊り場状態ともいえる。 

 

3. 通院する医療機関 地域比較 

年別実数 

 

  千葉県内 東京都内 その他 

2018 136 52 3 

2019 139 51 3 

2020 145 56 4 

 

年別割合(%) 

  千葉県内 東京都内 その他 

2018 71.2 27.2 1.6 

2019 72.0 26.4 1.6 

2020 70.7 27.3 2.0 

千葉県内の医療機関を受診する患者が 70%である。

しかし、30%の患者は、東京都内の医療機関など、

他の自治体の医療機関を受診していた。 

 

4. 年齢別通院医療機関の地域比較(2020) 

 

40歳台、50歳台では千葉県内の医療機関を受診す

る患者が低下している。高齢化に伴い、千葉県内

の医療機関を受診する患者数が増加してくる。 

 

5. 受診病院の詳細 

年別実数 

  2018 2019 2020 

千葉大学医学部附属病院 83 85 95 

国立病院機構千葉医療センター 35 35 32 

千葉市立青葉病院 6 7 8 
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千葉県内医療機関 10 12 10 

東京都内医療機関 54 51 56 

県外(東京除く) 3 3 4 

 

年別割合 

  2018 2019 2020 

千葉大学医学部附属病院 43% 44% 46% 

国立病院機構千葉医療センター 18% 18% 16% 

千葉市立青葉病院 3% 4% 4% 

千葉県内医療機関 5% 6% 5% 

東京都内医療機関 28% 26% 27% 

県外(東京除く) 2% 2% 2% 

 

千葉県内の医療機関を細分化解析した。千葉大学

医学部附属病院と国立病院機構千葉医療センター

はエイズ診療拠点病院になっている。この 2 医療

機関で 60%強の HIV感染症患者を診療している。 

 

6. 抗 HIV薬の処方の変移 
 

2018 2019 2020 

デシコビ 87 100 94 

テビケイ 48 54 57 

アイセントレス 47 46 38 

ビクタルビ   5 28 

トリーメク 27 28 27 

ゲンボイヤ 27 23 20 

エプジコム 26 21 19 

ノービア 21 16 14 

ストックリン 17 13 12 

プリジスタ 15 12 12 

レイアタッツ 5 5 4 

エジュラント 4 2 3 

エピビル 4 2 2 

オデフシィ   2 2 

カレトラ 2 2 2 

ジャルカ   2 2 

ツルバダ 10 3 2 

プレジコビックス 2 1 2 

コンビビル 1 1 1 

スタリビルド 1 1 1 

コムプレラ 2 2   

ビリアード 1 
  

レクシヴァ 1 
  

レトロビル 1 
  

未治療 2 1 3 

 

7. 抗 HIV療法の実施状況 

 2018 

(n=191) 

2019 

(n=193) 

2020 

(n=205) 

抗ウイルス療法 189 192 202 

％ 99% 99% 99% 

抗ウイルス療法はほぼすべての HIV 感染症患者で

実施されていた。 

 

8. STR(シングルタブレットレジメン)の実施状

況 

 2018 

(n=191) 

2019 

(n=193) 

2020 

(n=205) 

STR 57 63 80 

％ 30% 33% 40% 

 この 3 年間では、STR の処方が確実に増加して

いる。 

 

D. 考察 

HIV感染症患者の高齢化は、50歳以上は 44%と高

い状態が続いている。日本の高齢化を直視すると

踊り場状態である可能性がある。今後も引き続き、

HIV 感染症患者の年齢変化を分析していく必要が

ある。 

受診医療機関は 70％が千葉県内、30%が東京都内

などの県外であった。年齢階級別には、40-59歳で
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は東京依存型の受診行動をとっている。しかし、

前後の若年層と高齢層では千葉県内に回帰してい

た。 

千葉市内の受診医療機関をさらに分析すると、千

葉大学医学部附属病院と国立病院機構千葉医療セ

ンターを受診する患者がおおよそ 3 分の 2 であっ

た。これらの医療機関を中心に、地域連携の基盤

を整備していくことが可能であると考えられる。 

また、処方状況を分析した。ほぼ、すべての HIV

感染症患者が抗ウイルス薬の処方を受けているこ

とが判った。 

さらに、近年は STRの抗ウイルス薬が開発されて

きている。STRの割合は増加傾向にある。高齢者や

基礎疾患を有する患者では、抗ウイルス薬以外の

処方があり、服薬管理が難しくなる。このような

STR の普及は、地域連携においても重要になって

くると考えられた。 

 

E. 結論 

千葉市の HIV の感染症患者の高齢化 50 歳以上

の割合は 44%であり、この 3 年間では変化がなか

った。 

千葉市内では、二つの拠点病院を中心とする患者

診療が確立している。ここを拠点に地域連携の推

進が可能であると考えられた。 

40-59歳の年齢層では、東京依存方の受診行動を

とっており、今後の動向に注目している。 

ほぼすべての HIV 感染症患者が抗ウイルス療法

をうけており、処方薬もシングルタブレットレジ

メンが増加している。このような処方動向も地域

連携に向けて、薬局や薬剤師間の連携にも重要で

ある。 

 

F. 健康危険情報 なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 なし 

2. 学会発表 猪狩英俊 他 千葉県内の HIV 感

染症患者の受診行動と地域医療の課題 第 33

回日本エイズ学会 

 

H. 知的財産の出願・登録状況（予定を含む） 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 
研究分担課題 東京近郊地域におけるHIV感染症患者の受診行動分析 

研究代表者 猪狩英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 

研究分担者 塚田弘樹 東京慈恵会医科大学附属柏病院 感染制御診療部長 教授 

 

研究要旨 

 HIV感染症患者の高齢化に伴い、基礎疾患、介護・看取りも想定した診療体制の構築が必要である。

千葉県内では 1400 人の HIV 感染症患者がいるが、その多くは、千葉市と東京隣接の都市に集中してい

る。具体的には千葉市、船橋市、市川市、柏市、松戸市、浦安市に多い。千葉県内の HIV感染症患者は

40歳代が多かった。50歳以上の患者比率は、自治体間で差がみられた。しかし、今後 10年後には 50歳

以上の患者比率が確実に増加する。 

東京に近い自治体(船橋・柏・浦安)では東京依存型の受診行動である。潜在的患者(東京受診)を過小

評価し、地域の現状医療資源を額面通り評価すると、高齢化社会に対応した HIV診療が後手に回る可能

性がある。 

千葉市は、比較的地域完結型の受診行動をみられ、2 つの拠点病院を中心とする診療体制が確立して

いた。高齢化(50歳以上の患者)の進行を想定し、拠点病院と地域の医療機関との連携を進める基盤が整

備されている。 

 

A. 研究目的  

HIV 感染症患者の高齢化と地域連携の課題に取

り組むため、HIV 感染症患者の受診動向を把握す

ることを目的とした。 

全国的に HIV 感染症患者の高齢化が進行してい

る。2019年、千葉大学医学部附属病院に通院する

患者(315 人)では 50 歳以上の患者が占める割合

は 40%を超過した。千葉県健康福祉部疾病対策課

の県域調査(2018)では、1441人の HIV感染症患者

がおり、40 歳以上は 52.9%、50 歳以上は 17.6％

という結果であった。地域間の格差があると考え

られる。しかし、全国的な動向を踏まえ、HIV 患

者の高齢化を想定した診療体制を構築する必要

がある。 

千葉県内では、身体障害免疫機能障害の認定を

とり、自立支援医療で抗 HIV薬による治療を受け

ている患者は 1394人である。(2020年 3月末) 千

葉市・船橋市・市川市・松戸市・柏市・浦安市の

6自治体で、全体の 60%であった。 

この地域の HIV 感染症患者の年齢別分布、受診

行動を把握することで、地域連携の課題と方向性

を探ることとした。 

 

B. 研究方法 

千葉市障害者福祉センターに依頼し、2019年度

の自立支援医療の対象患者の年齢と診療病院を

調査する。船橋市・市川市・柏市・松戸市 各自

治体の自立支援医療担当部署に依頼し、自立支援

医療の対象患者の年齢と診療病院を調査する。

(年齢と診療病院情報は非連結) (千葉市分は、

千葉大学大学院医学研究院にて倫理審査承認。他

地域は、個人情報に抵触しない範囲での情報提供

をとりました。) 

 

C. 研究結果 

1 調査対象者数 

調査対象患者総数は 769 人でった。千葉県内

の免疫機能障害の自立支援医療を受けている

患者 1394人の 55%に相当する。 

2  

3 免疫機能障害者数の年齢分布 表 1 図 1 
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免疫機能障害者の年齢分布をヒストグラムで

提示すると、千葉市、市川市、柏市、浦安市で

は 40～49歳にピークがあった。船橋市と松戸

市では 50～59 歳にピークのある分布になっ

た。 

 

4 高齢化の指標 50 歳以上、60 歳以上の割合 

表 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市、船橋市、市川市、松戸市では、50歳

以上の割合が 40%を超過していた。60 歳以上

の数値をみると、千葉市、船橋市、柏市の高齢

化が進んでいた。浦安市だけは、40歳未満の

割合が少なく、高齢化の進行が遅れているこ

とが判った。 

 

5 免疫機能障害者の受診行動 図 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市と市川市については、それぞれ 70.7%、

64.1%が千葉県内の医療機関を受診しており、

地域密着型の受診行動をとっていた。 

一方、船橋市、柏市、浦安市については、東京

都内の医療機関を受診する者が半数を超える

結果であり、東京都内依存型の受診行動であ

った。 

松戸市については、調査結果がえられなかっ

た。 

 

D. 考察 

千葉県内の HIV 感染症患者は 40 歳代が多かっ

た。50歳以上の患者比率は、自治体間で差がみら

れた。 

現在実施されている抗ウイルス療法は強力なも

の、長期生存を保証するものである。図 1に示し

たヒストグラムが高齢の方へシフトしていくこ

とが予想される。今後 10年後には 50歳以上の患

者比率が確実に増加する。 

東京に近い自治体である船橋市、柏市、浦安市

では東京依存型の受診行動であった。潜在的患者

(東京受診)を過小評価し、地域の現状医療資源を

額面通り評価すると、高齢化社会に対応した HIV

診療が後手に回る可能性がある。 

千葉市は、比較的地域完結型の受診行動をみら

れた。詳細は他の研究に手報告するが、2 つのエ
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イズ診療拠点病院(千葉大学医学部附属病院と国

立病院機構千葉医療センター)を中心とする診療

体制が確立していた。高齢化(50歳以上の患者)の

進行を想定し、拠点病院と地域の医療機関との連

携を進める基盤が整備されている。 

市川市の場合は、千葉市の事情とは異なる。千

葉県内受信者が多いが、市内にエイズ診療拠点病

院がない。このため市外の病院を受診している。

具体的には、浦安市、松戸市、柏市の病院が多い。 

HIV 感染症患者の高齢化は、いわゆる生活習慣

病などの併存疾患の診療と、介護・看取りがあげ

られる。これらを地域の医療機関に依頼する場合

も、エイズ診療拠点病院のリーダーシップと診療

助言が必要である。 

 

E 結論 

千葉県内の HIV 患者の年齢分布、受診行動、自

治体間の違いを明らかにした。高齢化と東京依存

型の受診行動を想定し、千葉県内の HIV診療体制

の構築が必要である。 

 

F 健康危険情報 

本研究では介入研究ではないため特記すべき健

康危険情報はありません。 

 

G 研究発表 

1 論文発表  

なし 

2 学会発表 

猪狩英俊 他 千葉県内の HIV感染症患者の受診

行動と地域医療の課題 第 33回日本エイズ学会 

3 その他 2019 年 2 月 27 日 船橋保健所主催

の HIV啓発講習会で公表 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 
1.  特許取得 

なし 
2.  実用新案登録 

なし 
3.  その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

  
研究分担課題 東葛北部の地域連携の可能性に関する研究 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 
  研究分担者 塚田 弘樹 東京慈恵会医科大学附属柏病院 感染制御部 教授 

 

研究要旨 

千葉県 HIV 拠点病院会議メンバーからの聞き取り、千葉県の病院感染対策加算を算定する病院へのアンケ

ート調査の分析を基に、千葉県東葛および葛南地域における地域連携の可能性について検討した。東京依存

型の診療体制になっており、地域連携にむけて課題がみえた。 
  

A. 研究目的  

千葉県 HIV 拠点病院会議(事務局 千葉大学医学

部附属病院)の活動基盤を利用し、東京近郊である

千葉県東葛北部地域においても拠点病院集中型の

HIV 診療から地域連携を重視した HIV 診療体制の

構築を目的とする。悪性腫瘍、心血管疾患、慢性腎

臓病、骨粗鬆症、HAND(HIV 関連神経認知障害)な

どの合併症に対する診療体制、患者高齢化の先の

介護や看取りについて、HIV 感染者に対する偏見

や医療機関からの受け入れ拒否、の実態を調査す

る。 

 

B. 研究方法 

  拠点病院会議メンバーからの基盤情報を基に、

東葛地域の診療担当医師と協議し、上記 3 点の実

情を情報交換し問題点を抽出する。千葉県の病院

感染対策加算１を算定する、37病院、病院感染対

策加算２を算定する55病院からのアンケート結果

から分析する。 

（倫理面への配慮） 

 拠点病院医療従事者へのアンケートを基にし

た研究なので、倫理面の問題はなかった。 

 

C. 研究結果 

  東葛地域、葛南地域の HIV 感染症患者の年齢分

布は 30 歳台と 40 歳台が拮抗し、千葉市とその周

辺地域より若い傾向にあったものの、確実に高齢

化することが予想された。今回は悪性腫瘍合併の

実態を調べたが、当院以外の２拠点病院は患者層

が若いことを反映し、ゼロであった。当院で、足皮

膚の有棘細胞がん 1 例、悪性リンパ腫再発例 1 例

があった。多くの患者が東京都内の医療機関を受

診し、千葉県内の医療機関を受診している患者は

約 30%程度にとどまった。病院感染防止対策加算を

算定している病院のアンケート調査から、加算１

病院はエイズ拠点病院との連携の上、入院・外来と

もに HIV 感染以外の疾患治療を受け入れることが

可能であると考えられた。加算２病院は合併症に

関しての外来患者受け入れの可能性がある。 

 

D. 考察 

船橋市、市川市、松戸市、柏市の HIV 感染症診

療は、東京依存型である。このような潜在的 HIV

の感染症患者を過小評価し、地域の現状インフラ

を過大評価すると、HIV 感染症診療が後手に回る

リスクがある。東葛北部地域の患者年齢は比較的

若いが、50代以上のいわゆる癌年齢の割合も増加

していくので、今後は悪性腫瘍、慢性腎臓病などの

合併症に対処していく体制の強化が課題になるこ

とが予想された。 

 

E．結論 

東京近郊である、という土地柄から、緊急入院、

透析、がん合併、要介護などの状況変化に対しての

受け入れに懸念があり、地域連携にむけて課題が

多い。 

 

F．健康危険情報 

 本研究では介入研究ではないため特記すべき健

康危険情報はありません。 

 

G．研究発表 
1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

    なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 
 
1.  特許取得 

なし 
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2.  実用新案登録 
なし 

3.  その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

  

研究分担課題 高齢者福祉施設におけるHIV感染者受け入れに関する教育啓発活動についての調査 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院・感染制御部長 准教授 

研究協力者 柴田幸治 千葉感染制御研究所 所長 

  

研究要旨 

HIVの感染症患者の高齢化が指摘されている。本研究では、介護・看取りなどの役割を担う、高齢者施

設における HIV感染症患者の受け入れについての教育啓発活動について調査を行った。 

HIV感染症に対する理解が、1980年から 90年代前半までの情報のままで、更新されていないことが判

った。偏見、誤解、不安など、非科学的な部分で、HIV 感染症患者の受け入れが判断されていることが

見え隠れする調査結果である。 

高齢者施設への受け入れ促進するためには、積極的に施設に対して HIV 感染症について情報提供する

ことが重要であることが判った。 

HIV 感染症患者の受け入れの決定権については興味深い結果になった。管理者は職員、職員は管理者

というように、多職種への丸投げ状態が判明した。結果的に受け入れが進まない組織体制になっている。 

HIV感染症に特定せず、施設内の感染対策は不可欠である。このようなプロセスを経て、感染対策が一

定レベルに達した施設づくりを行うことが重要である。 

 

Ａ. 研究目的  

HIV 感染症患者の受診動向を把握する。全国的

に HIV感染症患者の高齢化が進行している。2019

年、千葉大学医学部附属病院に通院する患者(315

人)では 50 歳以上の患者が占める割合は 40%を超

過した。千葉県健康福祉部疾病対策課の県域調査

(2018)では、1441人の HIV感染症患者がおり、40

歳以上は 52.9%、50歳以上は 17.6％という結果で

あった。地域間の格差があると考えられる。しか

し、全国的な動向を踏まえ、HIV 患者の高齢化を

想定した診療体制を構築する必要がある。 

しかし、高齢化した HIV 感染症患者が高齢者施

設への入所を希望しても、様々な障壁が存在し、

受け入れ施設を探すことに困難が生じている。 

千葉大学医学部附属病院では、千葉県からの委

託事業で「千葉県 HIV拠点病院会議」を運営して

いる。千葉県内のエイズ拠点病院から、HIV 感染

症診療に従事する医師、歯科医師、薬剤師、看護

師、ソーシャルワーカー、臨床心理士などの多職

種が参加している。教育啓発活動に加えて、臨床

上の様々な問題を共有し、解決策を議論する組織

である。 

高齢者施設への受け入れ促進するための課題と

して、「医療側からの強い依頼や説明だけでなく、

時に施設向けの研修の場を設け、十分な説明を行

う事で、理解が得られたという経験」について報

告があったことを受けて、「今まで医療側から積

極的に施設に対して HIV感染症のことについてア

ナウンスしてこなかったという反省」があがった。 

しかし、現実には「HIV陽性者の受け入れについ

て…」の研修会を企画しても、一番聞いてほしい

人たちが、初めから参加しない恐れがあった。そ

こで、様々な研修企画の中に「HIV 感染症と高齢

者施設」という講演を盛り込み、HIV 感染症の受

け入れに関しての質問紙調査を実施した。 

。 

Ｂ. 研究方法 

保健所で実施する教育研修会、施設からの要請

で開催する感染症講習会で、「HIV感染症と高齢者

施設」をテーマに研修を実施した。実施後に、質

問紙調査を行い、HIV 感染症患者の受け入れの課

題を分析した。 

研修会は、2018 年 10 月～2019 年 9 月で 5 回開

催し、回答者は 223名であった。 

 

Ｃ． 研究結果 
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1. 回答者の所属施設、職種、職制は、次に示す

通りである。(Q1 回答者の所属する施設、Q2 

職種、Q3 職制(複数可) 

 

Q3 職制（複数可）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. HIV 感染者の受け入れについて決定する権限

(Q4)  

HIV 感染者の受け入れについての権限を持っ

ていると回答があったのは 4%であった。決定

権はないが、意見を述べる立場にあると回答

があったのは 40%であった。この人たちの意

見が、HIV 感染症患者の受け入れを左右する

可能性があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 今まで HIVについて話を聞いたことがありま

すか(Q5) 

ほとんどなかった、今回が初めてと回答した

のが 41％ 

以前に少し聞いたが、今回のように詳しい話

ではなかった 49% 

となり、HIV 感染症に関する、教育啓発活動

を展開する余地が相当あることが判った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 今日の HIVについての話は理解できましたか

(Q6) 

・理解できた 60% 

・少しむずかしかったが、概ね理解できた 

38% 

となり、適正な内容の講習であった。 
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5. 今日の話を聞いて、今までの HIVに関する考

え方と違いましたか(Q7) 

違った、大きく違ったと回答したのが 60%で

あった。教育啓発活動の重要性が示された。 

その一方で、まったく違わない、ほとんど違

わないという回答も 40%になり、教育啓発活

動の内容についても検討の余地があること

が判った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 今日の話を聞いて HIV感染者の受け入れにつ

いてどう考えますか(Q8) 

受け入れに前向き回答が 87%になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. 受け入れ拒否の原因は誰にあると思います

か （職制別）(Q9) 

棒グラフが複雑になるが、管理者は職員に、

職員は管理者に原因があるという傾向が見

られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ． 考察 

高齢者施設での HIV 感染症患者の受け入れにつ

いて分析した。 

HIV感染症に対する理解が、1980年から 90年代

前半までの情報のままで、更新されていないこと

が判った。偏見、誤解、不安など、非科学的な部

分で、HIV 感染症患者の受け入れが判断されてい

ることが見え隠れする調査結果である。 

高齢者施設への受け入れ促進するためには、積

極的に施設に対して HIV感染症について情報提供

することが重要であることが判った。 

講習時間は 30 分程度のものであるが、この 40

年間の HIV感染症の知見を盛り込んでいった。深

堀して説明することはできなかった部分もある。

適正な対策をとることで、HIV 感染のリスクは相

当に軽減されること、日常生活では感染しないこ

と、を説明した。 

こうした教育啓発活動をとおして、HIV 感染症

に対する理解が進んだことは、今後の活動に対し

ても自信をもつことができた。 

HIV 感染症患者の受け入れの決定権については

興味深い結果になった。管理者は職員、職員は管

理者というように、多職種への丸投げ状態が判明

した。結果的に受け入れが進まない組織体制にな

っている。 

HIV 感染症に特定せず、施設内の感染対策は不

可欠である。今回の新型コロナウイルス感染症で

も、高齢者施設でのクラスター発生が多く見られ
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た。感染症に対する正しい理解と、適切な感染対

策を講じることが急務である。 

このようなプロセスを経て、感染対策が一定レ

ベルに達した施設づくりを行うことが重要であ

る。 

 

Ｅ．結論 

高齢者施設での HIV 感染症の受け入れを促進す

るには、教育啓発活動が重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

本研究では介入研究ではないため特記すべき健

康危険情報はありません。 

 

Ｇ．研究発表 

1 論文発表  

なし 

2 学会発表 

柴田幸治、猪狩英俊 高齢者福祉施設における

HIV 感染者受け入れに関する調査 第 34 回日本

エイズ学会 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3.その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 
研究分担課題 HIV患者の社会的背景やニーズ、不安、差別体験が治療継続に及ぼす影響に関する研究 

 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院・感染制御部長 准教授 

               研究協力者 古谷 佳苗 遠藤 千鶴 斎藤 陽子 岩崎 春江 木暮 みどり 

                 千葉大学医学部附属病院 感染症内科 看護師 

 

研究要旨 

HIV感染症は、治療法の進歩により患者の生命予後は劇的に改善しており、患者の高齢化や非 HIV関連疾患

の罹患など新たな問題に直面している。現在の拠点病院集中型の治療体制では患者の療養生活を支えること

が難しくなってきている。HIV患者が安全に安心して受診できる地域医療体制の整備が求められている。 

しかし医療者の構築しようとする地域医療体制と患者の思いやニーズに乖離があっては、構築したシステ

ムが十分に機能しない恐れがある。 

 3年間の本研究において、千葉大学医学部附属病院感染症内科(以下当院)に通院する HIV患者の問診票、看

護面談、アンケートを通して、患者の地域医療機関受診や当院への通院に対する思いやニーズを明らかにす

ることを目的とした。また、将来的な地域医療体制の構築における看護師の効果的なアプローチ方法につい

ても検討を行った。 

 

Ａ．研究目的 

本研究ではHIV患者の地域医療機関受診の有無が
地域医療機関受診に対する考えや当院への通院に
対して影響を与えるのかを明らかにすることを目
的とする。 
 
Ｂ．研究方法 

1）2017年 1月から 2018年 5月までに通常業務で

問診した 126 名分の問診票を元に患者の社会的背

景に着目して集計を行った。 

2）集計結果から通院に関する患者のニーズや不安

を明らかにする必要があると分析ができた。 

2018年 8月～9月の間に質問用紙を活用して 21名

に看護面談を実施した。質問用紙の項目は以下の

通り。 

(1)医療機関受診に関する質問 

①過去の医療機関を受診で困った事 

②現在受診で困っている事 

③今後の通院継続に対する自信 

(2)患者の思いに関する質問 

①HIV感染診断後に対人関係で困った事 

②楽しいと思える事 

③10年後の自分のイメージ  

3)2019 年 7 月から 10 月までの 4 か月間アンケート

を実施した。 

アンケートの項目は以下の通り。 

(1)HIV感染診断後の地域医療機関受診の有無 

(2)将来的な地域医療機関受診の必要性 

(3)地域医療機関受診に関する考え 

(4)過去の地域医療機関受診時の体験 

(5)当院に受診している理由 

アンケート結果を HIV 感染が判明した後に地域の医

療機関に受診したことがある群と受診したことがな

い群に分け、項目の質問ごとに Mann-Whitney U Test

にて分析をした。 

（倫理面への配慮） 

本研究では HIV患者の地域医療機関での過去の体

験と現在の受診行動について関連性および HIV患者

が地域医療機関にどのような思いを持っているの

かを面談や記述によって意見を求めた。そのため、

過去のネガティブな体験の想起から精神的影響を

受ける恐れがある。緊急かつ明白な危機が生じた際

は、直ちに研究を中止する。精神的被害を患者が受

けたと申告されたり、身体的・精神的に影響が見ら   
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れた場合には、医師に速やかに報告し対応を依頼

する。 

行った問診票、看護面談内容、アンケート情報は、

感染制御部・感染症内科内の施錠可能な書類庫で

厳重に管理し、データ解析のために PCに入力する

場合には、個人情報は削除し、連結は不可能な状態

とする。また同意撤回後は、データを削除する。 

本研究は院内の倫理審査委員会で承認を得てい

る(承認番号：3445)。 

 
Ｃ．研究結果 

1) 126名の問診票について 

(1)身体的特徴 

男女比は男性が 92％、女性が 8％だった。年

齢は 20代が 5％、30代が 10％、40代が 35％、

50代が 23％、60代が 20％、70代が 7％だった。 

(2)社会的特徴 

学歴は中学卒業が 12％、高校卒業が 32％、短

期大学卒業が 3％、大学卒業が 29％、大学院卒

業が 3％、専門学校卒業が 12％だった。 

収入は無収入が 17％、300 万円未満が 36％、

300 万～500 万未満が 18％、500 万～1000 万未

満が 15％、1000万円以上が 1％だった。 

加入保険は、生活保護が 9％、国保が 38％、社

会保険が 51％、後期高齢者が 2％だった。 

キーパーソンありが 25％、なしが 8％、無回

答が 67％だった。 

独居が 34％、同居者ありが 11％、無回答 55％

だった。 

HIV に感染していることを知っている人がい

るが 50％、いないが 13％、無回答が 37％だっ

た。 

家族へ HIV 感染について告知している人は

45％、していない人は 40％、無回答が 15％だっ

た。 

家族へセクシャリティについて告知している

人は 14％、していない人が 46％、無回答が 40％

だった。 

 

2)質問用紙の回答・面談の結果 

(1)「過去医療機関を受診しようとして困った事はあ

りましたか」という質問に対して、「なし」は 17

名、「あり」は 4名だった。「なし」と答えた患者

のほとんどが HIV と告げずに受診していた。「あ

り」と回答した患者からは「受診を拒否された」

「ゴミのように扱われた」といった発言が聞かれ

た。 

(2) 「現在受診で困っている事はありますか」に対し

て「なし」が 15 名、「あり」が 6 名だった。「な

し」の患者からは、「千葉大学以外には極力受診

していない」「千葉大の受診では困らない」との

発言があった。「あり」の患者からは「通院が遠

い」「通院のたびに気持ちが落ち込む」といった

発言が聞かれた。 

(3) 「今後の通院を継続する自信はありますか」に対

して「ある」が 21名、「なし」が 0名だった。 

(4) 「HIVになってから対人関係で困った事はありま

したか」に対して「なし」が 18名、「あり」が 3

名だった。「なし」の患者は「HIVと告げずに付き

合っているから」という理由が多かった。「あり」

と答えた患者からは「家庭内別居が起きた」との

発言があった。 

(5) 「現在楽しいと思える事はありますか」に対して

「あり」が 20名、「なし」が 1名だった。「あり」

の患者からは「筋トレ」「ランニング」「散歩」「ゲ

ーム」「買い物」が楽しみとして聞かれた。「なし」

の患者は「今を生きるのに精一杯」と話していた。 

(6) 10 年後の自分の未来を想像できますか」に対し

て「できる」が 12名、「できない」が 9名だった。

「できない」の患者からは「今を考えるだけで精

一杯だ」との発言が聞かれた。 

3)アンケートは対象者296名のうち111名に施行でき
た。回答者は男性が99名、女性が12名だった。 

HIV感染が判明した後に「地域医療機関に受診した

ことがある群」(以下 A群)は 87名、「地域医療機関

に受診したことがない群」(以下 B 群)は 24 名であ

った。A群 B群で有意差があった質問は少なかった。

B群の方がより地域医療機関の「受診先がわからな

い」、かかりつけ医の必要性も A 群ほど感じていな

い結果だった。A群ほど地域医療機関では「他者に

感染がわかってしまうのではないか」という不安感

があった。B群は A群に比べ当院の医療提供につい
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て「医師や看護師以外の医療関係者が自分の話を聞

いてくれる」と思っていた。 

 
Ｄ．考察 

1)問診票の結果を、身体的特徴、社会的特徴、精神

的特徴に分けて考察をした。 

(1)身体的特徴 

当院の HIV患者は男性が多く、年代は、50代以

上が半数を占めている。当院においても高齢化

が進んできていると考えられる。 

(2)社会的特徴からは、学歴や収入には大きな偏り

はなく患者それぞれに対する、より個別な対応

が求められると考えられる。 

また、キーパーソンや家族への告知については

「無回答」が他の質問に比べて明らかに多い。     

フューチャージャパンは「HIV感染症に伴う差別・

偏見・スティグマは根強いものがある。そのため

HIV陽性者は、HIV陽性であることを周囲に知られ

ないように警戒した日々を送りソーシャルネット

ワークが狭まり、閉じた形になっている」と述べて

いる。患者が人間関係について、医療者に対しても

回答しない理由は現時点では不明だが、患者自身

が答えたくないと感じているのではないかと推測

される。 

(3)精神的特徴について 

問診票には、患者の不安やニーズに対する質問

が含まれておらず、十分に情報収集が出来ない

とわかった。 

地域医療機関への受診や在宅支援を円滑に進め

るためには、通院に対する患者の気持ちを明ら

かにする必要があると考えられた。 

2) 面談結果からの考察 

(1)通院について 

過去に他院へ受診した際には HIV を告げてない

ことや、告げた場合はネガティブな経験をして

いることがわかった。 

患者の多くは現在当院に通院できていれば問題

がなく、受診継続についても「自信がある」と回

答している。 

HIV感染、あるいは同性愛者に対する根強い偏見

が背景にあると考えられる。そうした社会で複

雑な成育歴を経験した彼らは、医療者にさえ高

貴な目にさらされていると感じている。HIV感染

症や性的マイノリティに対する正しい知識を持

つこと、啓蒙していくことが必要と考えられる。 

(2)交友関係・楽しみ・将来について 

交友関係においても、「告知をしていないから今

までと変わらない付き合いを保てている」。逆に

告知をした場合には、これまでの交友関係・家族

関係が維持できない。 

日常での楽しみについては、患者の多くが自分

なりの楽しみや生き甲斐を持って生活している

ことがわかった。看護面談をしたおよそ半数の

患者が10年後の自分を想像できないと考えてい

た。 

HIV感染症はきちんと服薬管理されていれば、日

常生活にはなんら問題なく過ごせる。患者は自

分らしく生きていくことが可能だ。一方で、長期

療養に向けたライフプラン設計は患者ごとにま

ちまちであると言える。 

面談からセクシャリティについて伏せたり、HIV

感染について伏せて交友関係・家族関係を維持

している患者や一般的な家族形成が難しい患者

が多いとわかった。将来的に高齢化が進み ADL

や認知機能の低下に伴って当院への通院が困難

になった場合、患者自身の持つ資源が少ないこ

とが問題となると予想できる。しかし、患者自身

は当院へ通院継続できると考えていることが多

く、問題として捉えていない。 

3)111名へのアンケート分析からの考察 

過去の受診体験は今後の地域医療機関受診およ

び当院通院継続に大きく影響しないことが示唆さ

れた。 

一定数の患者は、信頼できるあるいは通い慣れ

ることができる地域医療機関への受診の必要性を

感じつつも、自らの将来と結びつけながら具体的

な受診先をイメージするに足る十分な情報は得ら

れていないと考えられる。 

患者は HIV 感染者であるという情報は何よりも

他者に知られたくない情報であり、医療機関にお

いてその保護こそがより重要なニーズであると思
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われる。 

HIV 患者の思いに配慮した態度や関わりを医療

者側が心掛ける必要性を地域医療機関と共有する

ことは、患者が安心して受診できる医療機関の確

保に繋がり、地域医療体制の構築において重要な

ことだと考える。 

地域医療機関で多職種が患者をサポートできる

環境が望ましい。また、支援をコーディネートする

役目を看護師が担うことでタイムリーな関わりの

実現に繋がるのではないだろうか。 

看護師は、患者の全体像を捉え、患者の希望や身

体状況を踏まえながら、患者の療養生活を整えた

り連携を図ったりするコーディネーター業務を担

うことが多い。地域医療機関への受診についても

同様に、患者へ必要な医療を提供できる場の保証、

知識の提供、スムーズな連携を図る上で看護師の

担う役割は今後更に重要となるだろう。 

 
Ｅ．結論 

本研究から HIV 患者をより適切な医療機関で支

えていくために、医療者側の準備に加え、患者側へ

の教育も必要だと考える。千葉県における HIV 診

療の構築に向け多職種と共同してマニュアルの整

備やパンフレットの作成を通して啓蒙活動を行い

たい。 

 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
なし 

2.  学会発表 
第34回日本エイズ学会.2020;22(4):503 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

  
研究分担課題 地域連携を促進するために解決すべきメンタルヘルスケアについての研究 

 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院・感染制御部長 准教授 
研究協力者 田代 萌  渡邊 未来  伊藤 菜穂子 
千葉大学医学部附属病院 感染制御部 技術補佐員 カウンセラー 

 

研究要旨 

メンタルヘルス班は、千葉県内の地域の病院に勤めている心理士が HIV 感染者に対応できるための情報を

提供することを目標とした。そのため、①現在の千葉県の HIVカウンセリングの現状を把握すること、②HIV

感染者の心理的特徴を理解すること、を目的として設定し、調査を行った。その結果、①では HIV感染者に対

応するチームにはまだ心理士が組み込まれていない病院が多数存在することが示された。その背景には心理

士がどのような役割を担い、何のために HIV 感染者と関わるのか、という点が明確になっていないことの影

響が考えられた。また、心理士側にも HIV感染者への「わからなさ」が存在すると考えられ、HIV感染者の持

つ心理的特徴を明らかにすることが、地域の心理士の HIV 感染者への理解を促進すると思われた。②では①

の考察を踏まえ、HIV 感染者を対象とし、ストレス・コーピング、抑うつ、不安に関する質問紙を実施した。

ストレス・コーピングの特徴として、対処行動自体が抑制的であることが示された。また、HIV感染者の精神

状態として、抑うつや不安が高い者が存在することが明らかとなったが、特に、肯定的な認知的解釈や積極的

問題解決の抑制が関わっていることが認められた。これらのことから、HIV感染者への支援として、カウンセ

リング等での心理面および認知行動面へのアプローチが重要であると考えられる。 

今後は得られた研究結果を千葉県内の地域の病院や、そこに勤務する心理士に伝える機会を持つために働

きかけることが重要であろう。 

  

A. 研究目的  

メンタルヘルス部門では、「地域の病院に一人で

勤務している心理士であっても、HIV の感染者が

患者として受診した時に対応できるようにする。

そのための情報を地域に提供する」究の大目的と

している。そのためには HIV 診療体制の中で心理

士が担っている役割や、心理が HIV 感染者に関わ

ることのメリットを明らかにする必要があると考

えられる。2018 年の千葉県の HIV カウンセリング

の現状を把握すること、②地域で HIV 感染者を見

るときにどのようなことが問題になりそうかを検

討すること、を目的に設定した。 

 その結果、千葉県内には HIV 感染者に関わる医

療チーム内に心理士が含まれないこが多く、また

心理士側が持つ HIV 感染者への「わからなさ」や

「拒否感」があることが示された。また、HIV 感

染者の中にはメンタルヘルスに問題を持つ一群が

存在すること、感情のコントロールが難しい可能

性が考えられることが示唆された。そのため、2020

年度は HIV 感染者を対象とし、メンタルヘルスに

ついて現状を把握すること、そしてストレス・コ

ーピングの傾向について把握することを目的とし、

調査を行った。 

 

B. 研究方法 

2018 年度は、県内の HIV 臨床に携わっている心

理士を対象としたグループインタビューを行い、

4 名が参加をした。ハード面、ソフト面両方から

の質問を設定した半構造化面接的インタビューを

心がけた。インタビューの所要時間は 150 分ほど

であった。 
（倫理面への配慮） 
 分析は個人が特定されない形で行うこと、途中

でインタビューを中止しても不利益が生じないこ

と、研究が終了し次第内容を破棄することを明記

した。 

 2020 年度は、ストレス・コーピング尺度特性版

を用い、HIV 感染者が嫌な出来事、困った出来事

に直面した時の行動や思考について調査を行った。

加えて、SDS（Self-rating Depression Scale）と

STAI（State-Trait Anxiety Inventory-JYZ）も用

い、現在の気分状態の把握を行った。 

（倫理面への配慮） 

倫理審査委員会で承認の得られた同意説明文書

を研究対象者に渡し、文書および口頭による十分

な説明を行い、研究対象者の自由意思による同意

を文書で得た。 

 

C. 研究結果 

2018 年度は、インタビューの結果、ハード面で

は、HIV 感染者に対する心理士の働きかけはそれ
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ぞれの病院でかなり異なっていることが判明した。

ソフト面では、心理士が HIV 感染者に会った際に

どこをチェックし、どのような人であれば心理士

との面接の必要性や、通院中断の危険性を感じて

いるのかがリストアップされた。また、他科の患

者との差異として依存的な面があるという指摘が

相次ぎ、特に物質依存や糖尿病などの問題を抱え

ている人が多いという声も多かった。また、人と

関係を築きにくい面や、感情のコントロールが悪

い面があることも示された。 

2020 年度は、HIV 感染者 50 名を対象としてスト

レス・コーピング尺度と SDS 抑うつ尺度、STAI 不

安尺度を実施した結果、ストレス・コーピングの

下位尺度（「感情表出」「情緒的サポート希求」「認

知的再解釈」「問題解決」の４つ）の得点はいずれ

も、尺度標準化の際の参考となる平均値に比べて

低かった。また、SDS の得点による分類では、正

常範囲（~39 点）25 名、軽度（40～47 点）17 名、

中等度（48～55 点）3 名、重度（56 点～）5 名と

なった。STAI は、平均値を算出し、それをカット

オフ値として用いたところ、状態不安では 9 名、

特性不安では 11 名が平均値より高い不安を示し

た。3 つの尺度に年齢を加え、相関分析を行なっ

た結果、SDS と STAI の 2 下位尺度のそれぞれに正

の相関がみられ、特に SDS と特性不安の間に強い

正の相関がみられた。また、ストレス・コーピン

グ尺度と SDS、STAI の間では、ストレス・コーピ

ング尺度の「認知的再解釈」および「問題解決」

は、SDS、STAI のいずれとも負の相関がみられた。

一方、「感情表出」は特性不安や年齢との間におい

て弱い正の相関を示した。 

 

D. 考察 

2018 年度は、千葉県内の HIV 感染者を診察

する病院において、チーム医療の中に心理士の

ポジションがいまだに確立されていないこと、

加えて、チームの中で心理士が担う役割が明確

になっていないことがインタビュー調査により

示された。一方で、HIV 感染者のある一群には

人と関係を築きにくい面や、感情のコントロー

ルが悪い面がある可能性がインタビューの参加

者の語りからは抽出された。メンタルヘルスの

問題に関しては、心理士のカウンセリングが必

要だという内容がインタビュー参加者全員から

語られた。潜在的なメンタルヘルスの問題によ

って、現在通院や服薬が安定しているとしても、

何かのストレスがかかった際にそれを自らの対

処能力では扱いきれず、その結果気分が不安定

になり服薬や通院に支障が出る可能性があると

考えられた。HIV 感染者に早い段階で心理士が

関わり何かしらの介入をすることにより、通院

の中断を防ぐことや、定期的な服薬を下支えす

る柱の一つとなる可能性も考えられる。加えて、

心理士サイドの HIV に対する拒否感は今後地

域で HIV 感染者を心理士が見ていく上で大き

な阻害要因になるであろうことが指摘された。

ここには HIV 感染者への「わからなさ」が影響

していることが考えられた。そのため、HIV 感

染者の心理的特性を明らかにすることによって

彼らの基本的理解を促進し、HIV カウンセリン

グにおけるひとつの視点を提供する必要がある

と思われた。 

 2020 年度は、上記の考察を踏まえ、ストレス・

コーピング、抑うつ、不安に関する質問紙を実

施した。抑うつについては、軽度～重度をまと

めると、50%の者が抑うつ状態にあることが明

らかとなった。また、重度の抑うつ状態にある

者も全体の 10%にあたる。また、不安について

も、検査中の状態不安は比較的低いものの、日

常での特性不安は、50％の者は不安が高い状態

にあると判定された。一方で、これらの者のほ

とんどは精神科受診やカウンセリングなどのケ

アを受けておらず、HIV 感染者の精神状態への

対応の重要性が示唆されたといえよう。 

ストレス・コーピングの下位尺度の得点はい

ずれも、尺度標準化の際の参考となる平均値に

比べて低く、HIV 感染者がストレス対処全般に

ついて積極的にコーピングを行なっていない様

子が窺えた。特に、「認知的再解釈」や「問題解

決」を行なわないことと、抑うつや特性不安の

高さが関連していた。「認知的再解釈」や「問題

解決」を行なわないということは、彼らは外的

なストレスを受けた際に、それを良い方に考え

直すことや自分にとってプラスになることを探

そうとする（認知的再解釈）ことや、それを何

とかして解決しようとする（問題解決）ことを

積極的に行わないということである。HIV 感染

者の抑うつや不安の改善のために、こうしたス

トレス・コーピングの取り組みを支援する視点

も有効と考えられる。また、特性不安の高さと

「感情表出」の間にも関連が見られたことは、

HIV 感染者が示す感情行動の背景を理解し対

処する際に役立つかもしれない。 

 

E．結論 

HIV 感染者に関わっている心理士へのイン
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タビューにより、HIV 感染者にはメンタルヘル

スの問題を抱える一群がいること、また、心理

士側にも HIV 感染症への誤解や偏見、知識不足

が起こりがちであるという課題が見出された。 

また、HIV 感染者への質問紙調査によって、

HIV 感染者のストレス・コーピングの特徴とし

て、対処行動自体が抑制的であることが示され

た。また、HIV 感染者の精神状態として、抑う

つや不安が高い者が存在することが明らかとな

ったが、特に、肯定的な認知的解釈や積極的問

題解決の抑制が関わっていることが認められた。

これらのことから、HIV 感染者への支援として、

カウンセリング等での心理面および認知行動面

へのアプローチが重要であると考えられる。  

今後は得られた研究結果を千葉県内の地域の

病院や、そこに勤務する心理士に伝える機会を

持つために働きかけることが重要であろう。研

修会などを実施することによって HIV 感染者

の持つ心理的特徴を県内の心理士に伝えること

が必要だと思われる。 

 

G．研究発表 

1.論文発表  

なし 

2.学会発表 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

  
研究分担課題 地域病院へのHIV感染者診療の連携 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院・感染制御部長 准教授 

研究分担者 谷口 俊文 千葉大学医学部附属病院・感染制御部 講師 

 

研究要旨 

エイズ拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築で課題となるのは拠点病院以外のどの病

院で HIV 感染者の診療を担うのかである。本研究では病院感染防止対策加算を算定している病院が担うこと

ができるか検討する。 

 

Ａ．研究目的 

 エイズ拠点病院集中型から地域連携を重視した

HIV 診療体制の構築を目標にする上で課題となる

のは拠点病院以外のどの病院で HIV 感染者の診療

を担うのかである。 

本分担研究では必ずしも HIV 治療を拠点病院以

外で行うことを目標とせず、HIV 感染者が必要と

する HIV 以外の診療（糖尿病や高血圧などの慢性

疾患、歯科定期健診、交通外傷や悪性新生物の治療

など）を HIV 感染者の希望する地域で障壁なく診

療体制を組めることを目標とする。 

そこで HIV 診療における地域連携を考えるうえ

で、病院感染防止対策加算を算定している病院が

担うことができるか検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

病院感染防止加算 1 および 2 の病院に対するア

ンケート調査を行った。 

その他、千葉県エイズ拠点病院会議にて各拠点病

院から受診拒否の病院の情報を入手して聞き取り

調査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

千葉県の病院感染対策加算１を算定する、千葉

大学医学部附属病院を除く 48 病院のうち 37 病院

（77％）、病院感染対策加算２を算定する 94 病院

のうち 55 病院（59％）から回答を得た。 

 
（図１.1HIV感染者と拠点病院、加算病院の位置） 

【質問１】加算１と加算２の病院で HIV に感染し

ている患者が通院していることを把握している病

院の割合は 49％と 9％であった。 

  
 

 

 

【質問２】HIV 感染者の入院が対応可能と答えた

病院は加算１で 57％、加算２で 20％であった。 

対応できない理由としては感染症専門医の不在や

針刺し・体液曝露に対応できないなどであった。 

 

【質問３】HIV 感染者の外来診療は可能か、とい

う質問は加算１が 78％、加算２が 54％対応可能と

のことであった。 

感染防止加算1

感染防止加算2

エイズ拠点病院
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対応していない病院の理由としては感染症専門医

の不在、なかには「積極的な受け入れはしない方針

のため」や「原則対応していません」などの拒絶的

な回答も存在した。 

 

【質問４】HIV、B 型肝炎、C 型肝炎に感染してい

る患者の血液、体液による針刺し・体液曝露へのマ

ニュアルがあるか、という質問は全病院で「ある」

と答えた。 

 
【質問５】次いで、自施設で針刺し・体液曝露が発

生した場合に対応できるか質問したところ、加算

１で 78％、加算２で 27%しか対応できないことが

判明した。 

 
HIV に対する針刺しは配置薬のみ対応、という病

院が多い印象を受ける。院内配備は抗 HIV 薬が高

額なため置いていない、という意見もあった。 

【質問６】近隣の病院もしくは診療所や歯科医院

からの針刺し・体液曝露に対応できるか聞いたと

ころ、加算１で 59％、加算２で 16％のみが対応可

能とのことであった。 

 
これらに対応できない理由としては専門医不在、

HIV 薬が高いので常備できない、HIV に関する最

新の知識を得るには負担が大きい、などがあげら

れた。 

 

【質問７】今後 HIV 感染者を受け入れるための条

件に関して意見を求めた。 

 
HIV の治療をせずとも、HIV 感染者に対する対応

に不安がみられ、また針刺し事故などへの対応に

苦慮しているところが判明した。 

 

【質問８】「HIV 感染症と病院や診療所における

HIV などの感染症対策」に関する出張勉強会を希

望されるか聞いてみたところ、加算１病院で 65％。

加算 2 の病院で 74％が「希望しない」と回答した。 

【質問4】
HIVや慢性B型肝炎・C型肝炎に感染している患者の血液・体液による病院職員への針刺し
もしくは体液曝露に対してマニュアルはありますか？

はい ・ いいえ ・ その他

はい 100％
加算１、加算２ともに

【質問７】
HIV感染者の診療が受け入れられない病院の方にお尋ねします。今後、HIVに感染した
患者を受け入れるための条件やご意見がございましたらフリーコメントでお答えください。

専門医不在

HIV薬共有のシステム

針刺しのための薬剤の配備

最新の知識を得るために負担が大きい

すみわけが必要（うちが見る必要はない）
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次に HIV 感染者の入院拒否を行った病院に聞き取

り調査を行った。 

その中で判明したのはDPCによる算定を行う病院

では基本的に持参薬を禁止しており、免疫機能障

害の指定自立支援医療機関出ない場合には、入院

中の患者に対して抗 HIV 薬を処方することは難し

い、ということであった。 

 

Ｄ. 考察 

加算１および２の病院で HIV 感染者の受け入れ

を可能にするためには専門医の普及、知識の啓蒙

と針刺し・体液曝露の予防薬配置が重要である。ま

た HIV 感染者に対する抗 HIV 薬は高額であり、

拠点病院以外に入院する際には持参薬の利用が望

ましいが、「DPC の持参薬禁止の原則」がバリアに

なっている。今後は他に問題点がないか、更に聞き

取り調査を継続することと、全国の病院感染防止

加算 1 および２の病院にアンケート調査を行い、

問題点を整理して全国に適応できるモデル構築を

目指す。 

 

Ｅ．結論  

加算１病院はエイズ拠点病院との連携の上、入

院・外来ともに HIV 感染以外の疾患治療を受け入

れることが可能であると考えられるが、DPC 算定

の持参薬の利用禁止などのルールを「抗 HIV 薬」

に関してどのように回避するか提言する必要があ

る。加算２病院は外来患者の受け入れの可能性が

ある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 現時点で、該当事項はなし。 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表 

なし 

2．学会発表 

第 33 回日本エイズ学会学術集会・総会 

谷口俊文 他 感染防止対策加算を算定してい

る病院で HIV 感染者を診療できるか  

谷口俊文 他 世界から学ぶ ErEP 導入へのス

テップ 第 33回日本エイズ学会 シンポジウム 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 
研究分担課題 HIV感染症患者の歯科医療体制整備にむけた歯科医療機関の感染対策の現状調査 

 

研究代表者 猪狩英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長・准教授 

研究分担者 丹沢 秀樹 千葉大学医学部附属病院 歯科顎口腔外科 教授 

研究分担者 坂本 洋右 千葉大学医学部附属病院 歯科顎口腔外科 講師  

研究協力者 柴田 幸治 千葉感染制御研究所 所長 

 

 

研究要旨 

HIV 感染症患者の歯科医療体制を整備することを目的とした。HIV 感染症患者を受け入れる上で、歯科診

療施設での感染対策の基盤整備が重要である。この研究では千葉県歯科医師会に協力をいただき、歯科診療

施設における感染対策の現状を明らかにし、対応を提案することを目的とする。方法は、歯科診療施設におけ

る院内感染マニュアルを元に作成したアンケート調査である。マニュアル整備、感染対策の講習、B 型肝炎ワ

クチンの接種率向上、針刺し事故対応の支援など多くの課題があることがわかった。HIV 感染症患者の診療

可能な歯科医療機関を整備するには、歯科医療機関の感染対策の整備と地域医科医療機関の支援が基盤にな

る。 

 

Ａ. 研究目的 

HIV感染症患者の地域連携を検討する。その中で、

HIV 感染症患者の歯科診療体制が不十分である。 

HIV は、血液を介して伝搬する。歯科診療は、口

腔内処置の際に血液に曝露したり、鋭利な医療機器

による針刺し事故がおこる危険が高い。歯科医療機

関が HIV 感染症患者を受け入れる際には、感染対策

が十分に行われていることが必要である。 

本研究では、歯科医療機関における感染対策の現

状を明らかにし、対応を提案することを目的とする。 

 

Ｂ. 研究方法 

1. 歯科医療機関における「院内感染対策実践マニュ

アル 日本歯科医学会 監修」と「一般歯科診療時

の院内感染対策に係る指針 厚生労働省委託事業・

歯科保健医療情報収集等事業」を元に、アンケート

項目を設定した。 

千葉県歯科医師会に協力をいただき、アンケートを

作成し、会員へ発送した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. アンケート配布 2554、回収 684、回収率 26.8%

であった。回答者の年齢分布、地区医師会別分布は

図 1、図 2、図 3 に示す。 

2. アンケート結果(詳細は別紙) 

1) 感染対策の研修(図 4) 年 2 回以上を実施してい

た施設は 8.5%であった。実施なしの医療機関は

52.4%であった。 

2) 感染対策マニュアル整備(図 4) 整備していた医

療機関は 49.9%であった。無し、または準備中が

50.1%であった。 

3) 標準予防策の研修受講と理解(図 5、図 6) 標準予

防策の受講率は 77.1%であった。また、標準予防策

を知っていると回答したのは 81.6%であった。しか

し、受講歴と理解の関係をみると、受講歴のない歯

科医師で標準予防策を知っているのは 41.7%と半分

にも満たない結果であった。 

4) 感染症のある患者(B 型肝炎、C 型肝炎、HIV 感染

症)の診療受け入れ経験について(図 7) B 型肝炎患

者と C 型肝炎患者の受け入れ経験のある医療機関は

それぞれ 86.0%、82.8%であった。HIV 感染症につ

いても 10.9%の施設で受け入れ経験があった。 

5) ハンドピースの滅菌の実施状況(図 8) ハンドピ

ースの滅菌の実施状況は 76.5%であった。137 医療

機関が整備中との回答であり、20%の医療機関では

ハンドピースの滅菌が実施されていない。年齢階級

別の実施状況をみると、60 歳台以上の歯科医師のい

る医療機関での実施状況が低下している。(図 9) 

6) 歯科処置時の手袋着用の有無と着用前の手指衛

生方法について(図 10、図 11) 手袋の着用は 95%で

あり実施率は高い。しかし、手袋を使用しないで診

療する歯科医師が数%いることがわかった。また、手

袋着用前後には手指衛生が必要である。この際の手

指衛生として 51%が流水と石けんと回答しており、

アルコールの使用が不十分であることがわかった。

手袋着用状況を年齢階級別に分析すると 40 歳台ま

ではほぼ 100%実施している。しかし、50 歳以上の

歯科医師では実施率が低くなっていた。 

7) 歯科診療機材の消毒・滅菌について(図 12-1、図

12-2) ①着脱できる機材は患者ごとに交換する対

応は 80%の医療機関で実施しているが、おおよそ

20%の医療機関では実施できていなかった。②耐熱

性の再使用器材は高圧蒸気滅菌する対応は 97%の医

療機関で実施できている。③高圧蒸気滅菌できない
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ものはディスポーザブル化する対応を実施している 

のは 72%の医療機関にとどまった。 

8) オートクレーブのクラスとインジケータの使用状況

について(図 13) オートクレーブに 45%がクラス B

であり、もっとも導入実績が高いものであった。し

かし、インジケータの使用状況をみると、毎回使用

27%、定期的に使用が 17%であり、両者をあわせて

43%にとどまっている。滅菌が必要な歯科医療機材

の品質保証に課題が残った。 

9) B 型肝炎ワクチンの接種状況(図 14) 歯科医師自

身が B 型肝炎ワクチンを接種していると回答したの

は 57.7%にとどまった。また、歯科医師以外の医療

従事者に対してB 型肝炎ワクチンを接種していると

回答したのは 37.7%にとどまった。 

10) 針刺し・体液曝露の経験(図 15) 歯科医師は

52%が針刺し・体液曝露の経験があると回答した。

また、歯科医師以外の針刺し・体液曝露については

34%があると回答した。 

11) B 型肝炎に感染している患者からの針刺し・体液

曝露事故対応について(図 16) B 型肝炎に感染して

いる患者からの針刺し・体液曝露事故対応として、

抗体検査、B 型肝炎抗体高力価のガンマグロブリン

注射、緊急 B 型肝炎ワクチン接種が必要になる。こ

れらの対応について 66%の医療機関が「できない」

と回答し、32%が「できる」と回答した。 

 「できない」と回答した理由として 30%の医療機

関は、「自施設だけではできない」と回答するも、43%

の医療機関は「他の医療機関の協力があればできる」

と回答した。また、31%の医療機関は「協力医療機関

がみつからない」との回答であった。 

 「できる」と回答した理由として 88%の医療機関

は、「他の医療機関の協力を得ている」と回答し、14%

は「自施設で体制整備をしている」と回答した。 

12) C 型肝炎に感染している患者からの針刺し・体液

曝露事故対応について(図 17)  C 型肝炎に感染して

いる患者からの針刺し・体液曝露事故対応として、

抗体検査と経過観察が必要になる。これらの対応に

ついて 59%の医療機関が「できない」と回答し、38%

が「できる」と回答した。 

 「できない」と回答した理由として 34%の医療機

関は、「自施設だけではできない」と回答するも、41%

の医療機関は「他の医療機関の協力があればできる」

と回答した。また、31%の医療機関は「協力医療機関

がみつからない」との回答であった。 

 「できる」と回答した理由として 88%の医療機関

は、「他の医療機関の協力を得ている」と回答し、14%

は「自施設で体制整備をしている」と回答した。 

13) HIV 感染症患者からの針刺し・体液曝露事故対応

について(図 18)  HIV 感染症患者からの針刺し・体

液曝露事故対応として、抗体検査と抗 HIV 薬の予防

内服など緊急対応病院での対応が必要になる。これ

らの対応について 58%の医療機関が「できない」と

回答し、40%が「できる」と回答した。 

 「できない」と回答した理由として 28%の医療機

関は、「自施設だけではできない」と回答するも、40%

の医療機関は「他の医療機関の協力があればできる」

と回答した。また、39%の医療機関は「協力医療機関

がみつからない」との回答であった。 

 「できる」と回答した理由として 99%の医療機関

は、「他の医療機関の協力を得ている」と回答し、4%

は「自施設で体制整備をしている」と回答した。 

14) HIV 感染症患者の歯科診療経験(図 19) HIV 感

染症患者の歯科診療経験のある医療機関は、71 医療

機関(10.4%)であった。HIV 感染症に関する情報源は、

患者自身からの告知が 39 例と最多であった。診療情

報提供書持参が 16 例であった。しかし、診療後に判

明した事例が 10 例あった。 

15) HIV感染症患者の歯科診療受け入れに必要なこと

(図 20) HIV 感染症患者の歯科診療を受け入れるに

あたって必要なこととして、1)ＨＩＶ感染症につい

ての講習、2)院内感染対策の講習、3)診療情報提供書

の持参、4)就業者の理解、5)院内の感染対策の整備、

6)針刺し体液曝露後の診療体制針刺し事故後の支援

体制の有無を尋ねた。いずれの項目も 4 分の 3 の歯

科医師が必要と回答した。 

 

Ｄ．考察 

千葉県は千葉県歯科医師会と協力し、HIV 感染症

患者の受け入れ可能な歯科医療機関の登録を行って

いる。しかし、登録歯科医療機関数が頭打ちである。 

受け入れが進まない背景には、HIV 感染症に対す

る偏見や理解不足等が指摘されている。これらは歯

科医師の使命感だけに訴えていくことだけでは困難

である。このような事情を鑑み歯科医療機関におけ

る感染対策の現状調査をおこなった。 

感染対策の研修受講(年 2 回)、感染対策マニュア

ル整備が不十分であった。特に、感染対策の基本で

ある標準予防策について受講経験がある歯科医師は

77%であり、標準予防策を理解している歯科医師は

82%にとどまった。特に、受講経験のない歯科医師

の理解が不十分であった。 

ハンドピースなどの滅菌を実施しているのは 77%

であり、歯科処置時の手袋着用も 95%であり、100%

ではなかった。手袋着用前の手指衛生の際にアルコ

ールを使用しているのは 50%であり、依然として流

水と石けんを使用している状況であった。歯科診療

機材の消毒滅菌についても課題を残す結果になった。 

今回の調査から、歯科医療機関における感染対策

を強化する必要があることがわかった。 

HIV感染症患者を受け入れるにあたって大きな問

題は、針刺し・体液曝露事故対応である。B 型肝炎

ワクチンの接種状況や事故発生後の対応についても

大きな課題が見えてきた。 

歯科診療施設内では、針刺し・体液曝露事故を経

験している。しかし、曝露後の対応が十分に整備さ

れていない。自施設内で完結可能な対応を整備して



- 36 - 

 

いる歯科診療施設はあるが、限定的である。感染対

策が整備されている医科医療機関との連携が必要で

ある。 

医科医療機関においては、感染対策管理加算の制

度が保険診療で認められており、感染対策に対応で

きる医療機関が整備されている。このような医科医

療機関との連携などを促進し、針刺し事故に対する

対応が期待される。 

HIV感染症患者を受け入れ経験のあると回答した

歯科診療機関は 10%あった。HIV 感染症患者の診療

に対して、全面的に拒否ではないことも垣間見るこ

とができた。そして、HIV 感染症患者を受け入れる

にあたって必要なこととして、いくつかの提案をい

ただいた。 

包括的な対策ではあるが、HIV 感染症についての

講習院内感染対策の講習、診療情報提供書の持参、

就業者の理解、院内の感染対策の整備、針刺し体液

曝露後の診療体制などの対策を講じ、歯科診療施設

内での感染対策を強化することが必要である。 

 

Ｅ．結論 

HIV感染症患者を受け入れる歯科医療機関を増や

すためには、歯科医療機関の感染対策を強化するこ

とが必要である。 

特に、感染対策マニュアル、感染対策の講習、B 型

肝炎ワクチンの接種率向上、針刺し事故対応の支援

など多くの課題があることがわかった。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表  

猪狩英俊、柴田幸治 歯科診療施設に求めら

れる感染対策   

千葉県歯科医学会雑誌 2019;8:17-18 

2. 学会発表  

HIV感染症の歯科医療体制整備 歯科医療機

関の感染対策の現状調査 日本エイズ学会、    

2019 年、熊本 

3. 行政機関での発表 

2018 年 8 月 17 日 平成３０年度第１回野田

市介護サービス向上連絡会 (野田市役所 )  

HIV 感染症と介護 

2018 年 10 月 28 日 高齢者施設に対する HIV 感

染治療の現況及び施設受け入れに等に関する啓発に

ついての研修会 (場所 山武保健所) HIV 感染症

と高齢化 

2019年 2 月 8日 千葉県HIV 拠点病院会議(場所 

国立病院機構千葉医療センター)拠点病院集中型か

ら地域連携を重視した HIV 診療体制の構築 

2019 年 02 月 27 日 平成 30 年度 HIV 対策研修

会(場所 船橋保健所)  HIV 感染症の最近の動向 

2019 年 03 月 04 日 平成 30 年度 第 6 回 千葉

県中核地域生活支援センター連絡協議会勉強会(場

所 千葉大学医学部附属病院)  HIV 感染症って

何？ 今、何が困っているの？ 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 

 

アンケート別紙 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

（総合）分担研究報告書 

 

拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 

研究分担課題 歯科領域におけるHIV診療体制の現状 

 

        研究代表者 猪狩英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 

研究分担者 丹沢秀樹 千葉大学医学部附属病院 歯科顎口腔外科 教授 

研究協力者 坂本洋右 千葉大学医学部附属病院 歯科顎口腔外科 講師  

 

研究要旨 

HIV感染者の歯科医療体制整備には多くの課題がある。HIV感染者を受け入れる上で、歯科診療施設での感

染対策の基盤整備が重要であると考えられている。この研究では千葉県内の歯科医療機関（かかりつけ歯科

医院）および総合病院内の診療科として歯科を標榜している施設（病院歯科）にご協力をいただき、歯科診療

施設における感染対策の現状を明らかにし、対応を提案することを目的とした。 

歯科診療施設における院内感染マニュアルを元に作成したアンケート調査を行ったところ、歯科医療機関

と病院歯科での HIV 感染者の受け入れ状況に差を認めた。その原因として施設設備の不備や感染対策や研修

状況、針刺し・体液曝露後の治療体制の整備などが考えられた。今後 HIV 感染者の歯科医療体制整備には、

HIV感染症の理解と環境整備は必要である。 

  

A. 研究目的 

HIV 感染症患者に対する歯科診療体制整備は未だ

不十分であり、エイズ拠点病院を中心とした HIV 患

者受け入れ病院の役割は大きい。 

HIV は血液を介して伝搬するため、歯科診療にお

いては、口腔内処置の際に血液曝露や、鋭利な医療

機器による針刺し事故がおこる危険性が高い。歯科

医療機関（かかりつけ歯科医院）が HIV 感染症患者

を受け入れる際には、感染対策が十分に行われてい

ることが必要である。 

本研究では、歯科診療における感染対策の現状を

明らかにし、歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）

やエイズ拠点病院やそれ以外の病院でも診察が可能

となるような環境整備をすることを目的としている。 

 

B. 研究方法 

歯科医療機関における「院内感染対策実践マニュ

アル 日本歯科医学会 監修」と「一般歯科診療時

の院内感染対策に係る指針 厚生労働省委託事業・

歯科保健医療情報収集等事業」を元に、アンケート

項目を設定した。 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）は、千葉県歯

科医師会に協力をいただき、アンケートを作成し、

会員へ発送した。また千葉県内の総合病院内の診療

科として歯科を標榜している施設（病院歯科）に対

してアンケートを作成し調査を行った。 

 

C. 研究結果 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）は、アンケ

ート配布 2554施設、回収 684施設、回収率 26.8%で

あった。千葉県内の総合病院内の診療科として歯科

を標榜している施設（病院歯科）は、アンケート配

布 59施設、回収 37施設、回収率 62.7%であった。 

1. 治療受け入れの状況について 

1）各施設の HIV感染者の受け入れの有無（図 1） 

 歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）は、HIV感染

症について 10%の施設で受け入れ経験があった。千

葉県内の総合病院内の診療科として歯科を標榜して

いる施設（病院歯科）は、HIV感染症を受け入れてい

る施設は 54%であった。口腔外科を標榜している施

設（17 施設）において、HIV 感染者を受け入れてい

る施設は 58%、エイズ拠点病院（5施設）において HIV

感染症を受け入れている施設は 100%であった。 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）において、HIV

感染症の歯科診療を受け入れるにあたって必要なこ

とは、HIV感染症についての講習、院内感染対策の講

習、診療情報提供書の持参、就業者の理解、院内の

感染対策の整備、針刺し体液曝露後の診療体制針刺

し事故後の支援体制の有無を尋ねた。いずれの項目

も 4分の 3の歯科医師が必要と回答した。 

2）HIV感染者を受け入れていない理由（図 2） 

千葉県内の総合病院内の診療科として歯科を標榜

している施設（病院歯科）においては、HIV感染症を

受け入れていない 17施設において、HIV感染症を受

け入れていない理由として、施設設備が対応してい

ない 33%、滅菌機械が対応していない 7%、人員不足

19%、スタッフの知識が足りない 11%、他の患者への

配慮から 7%、院内の理解が得られない 4%、その他 19%

であった。 

3）HIV感染者受け入れに必要な方策（図 3） 
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HIV感染症を受け入れていない 17施設において、

HIV 感染症受け入れに必要な方策として、診療設備

の更新・拡充 26%、滅菌機械の更新・拡充 17%、スタ

ッフの増員 14%、講習会の開催 14%、病院への周知

17%、患者への周知 12%であった。 

 

2. 感染対策について 

1）感染対策研修の実施状況および感染対策マニュア

ルの整備状況（図 4、5） 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）において、

感染対策の研修を年 2 回以上実施していた施設は

8.5%であった。実施なしの医療機関は 52.4%であっ

た。感染対策マニュアル整備していた医療機関は

49.9%であった。 

千葉県内の総合病院内の診療科として歯科を標榜し

ている施設（病院歯科）においては、感染対策の研

修を年 2 回以上実施している施設は 76%、年に 1 回

実施している施設は 16%、実施していない施設は 8%

であった。 

 感染対策マニュアル整備していた医療機関は 94%

であり、準備中、未整備と回答した施設が 3%であっ

た。 

2）実施している感染対策（図 6） 

実施している感染対策として、スタンダードプレ

コーション 13施設、フェイスガード・防護服などの

使 3施設であった。 

3）感染防止対策加算の算定（図 7） 

 感染防止対策加算を算定している施設は 16%、算

定していない施設は 47%、わからない 37%であった。 

4）Infection Control Doctor（ICD）有資格者との

連携（図 8） 

ICD有資格歯科医師が在籍している施設が 30%、有

資格看護師との連携がある施設が 50%、有資格薬剤

師との連携がある施設が 26%であった。 

  

3. 針刺し・切創について 

1）針刺し・切創発生の有無（図 9） 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）において、

歯科医師は 52%があると回答した。また、歯科医師以

外の針刺し・体液曝露については 34%があると回答

した。針刺し・体液曝露の経験において 76%があると

回答した。HIV感染症からの針刺し・体液曝露事故対

応として、58%の医療機関ができないと回答し、40%

ができると回答した。 

2）発生した職種・場所（図 10） 

千葉県内の総合病院内の診療科として歯科を標榜

している施設（病院歯科）においては、歯科医師 40%、

研修医 8%、看護師 12%、歯科衛生士 27%、その他 13%

であった。発生した場所は外来診療室が 61%、手術室

が 22%、病棟が 12%、その他 5%であった。 

 

 

D. 考察 

千葉県は千葉県歯科医師会と協力し、HIV 感染者

の受け入れ可能な歯科医療機関（かかりつけ歯科医

院）の登録を行っているが、登録歯科医療機関数が

少ない。千葉県内の総合病院内の診療科として歯科

を標榜している施設（病院歯科）において HIV 感染

者の歯科治療を受け入れている施設は半数程度に留

まっている。歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）

において受け入れが進まない背景には、HIV 感染症

に対する偏見や理解不足等が指摘されている。これ

らは歯科医師の使命感だけに訴えていくことだけで

は困難である。千葉県内の総合病院内の診療科とし

て歯科を標榜している施設（病院歯科）においては、

施設設備の不備やスタッフの不足が理由であると回

答していた。また、これらの施設でも施設設備の更

新・拡充やスタッフの増員により、HIV感染者の歯科

治療が受け入れ可能になるという回答がであった。 

E. 結論 

今後HIV感染者の歯科医療体制整備には、HIV感染

症の理解と環境整備は必要である。 

 

F. 健康危機情報 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表  

なし  

2. 学会 

第1425回千葉医学会第41回歯科口腔外科例会 

令和2年11月16日 

在原 瑛 福嶋 玲雄 坂本 洋右 

ＨＩＶ感染者に対する県内基幹病院への 歯科医

療体制整備状況のアンケート調査 

 

図1 各施設のHIV感染者の受け入れの有無 
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図2 HIV感染者を受け入れていない理由 

 

 

 

 

 

 

 

図3 HIV感染者受け入れに必要な方策 

 

 

 

 

 

 

 

図4 感染対策研修の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 感染対策マニュアルの整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

図6 実施している感染対策 

 

 

 

 

 

 

図7 感染防止対策加算の算定 

 

 

 

 

 

 

 

図8 Infection Control Doctor（ICD）有資格者と

の連携 

 

 

 

 

 

 

図9 針刺し・切創発生の有無 

 

 

 

 

 

 

図10 発生した職種・場所 

 

 

 



- 43 - 

 

厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

 
研究分担課題 HIV陽性者の地域連携の推進と地域の看護の役割 

 
研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 
研究分担者 鈴木 明子  城西国際大学看護学部  教授 
研究協力者 神明 朱美  城西国際大学看護学部  助教 

丸山 あかね 城西国際大学看護学部  助手 
種 恵理子  元城西国際大学看護学部 助教 
松尾 尚美  城西国際大学看護学部  助教 

          小川 ひろ子 城西国際大学看護学部  非常勤実習助手 

 

研究要旨 

 拠点病院と施設との地域連携を推進する目的で、4回の意見交換会を開催した。案内を郵送したのべ 2941施

設中 80施設（参加率 2.7％）102名が参加した。地域では HIVの最新情報が届きにくく、HIVは特別ではなく

怖くない、死に至る病ではないことや U=Uを初めて知ったという声もあり、HIV啓発活動としての効果はあっ

た。千葉県の最近の HIV の動向、HIV 陽性者の現状、地域との連携で感じる困難、当事者からのメッセージ、

意見交換は、参加者の参考になり、理解度も高い研修会となった。地域との連携を進めるためには、拠点病院

と連携しながら、とくに介護職員の意識を変えることが必要だという意見が多く、研修会の要望も聞かれた。

継続的な研修参加で、連携の困難さの理解度が有意に高くなり、何度も参加していただいた参加者も 10 人

（10.6％）いたことから、関心のある参加者を中心にして、地域での受け入れ施設を広げることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

 拠点病院と施設との地域連携を推進する目的で

意見交換会を行い、効果的な啓発活動の在り方を

検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 意見交換会の開催場所は、患者数が多く今後地域連

携が必要になると予想される都心部とした。対象者は、

開催周辺市町村の医療・福祉・行政の関係者とした。

開催は土曜日の午後として、講演内容は、医師による

HIV の最近の動向（20 分）、看護師による患者の現状

（20分）、ソーシャルワーカーによる地域との連携で

感じる困難（20分）、当事者からのメッセージ（60分）

のあと、参加者間で「明日 HIV陽性者の受け入れを依

頼されたらどうするか？」という視点で意見交換を行

った（60分）。講師は、拠点病院と、特定非営利活動

法人 日本 HIV 陽性者ネットワーク・ジャンププラス

および社会福祉法人はばたき福祉事業団や関係者の

つてで依頼した。全 4回とも同じ講師が同じテーマを

担当したものもあるが、会場により講師が異なり、詳

細な講演内容は、回によって異なる。 

参加者にはアンケートを依頼し、意見交換会参加

にあたり関心をもった内容、講演に対する理解度、

HIV の認識について検討した。倫理面への配慮とし

て、匿名性の保障、協力しなくても何ら不利益を被

らないこと、研究目的以外の使用をしないこと、結

果はエイズ関連学会や報告書などで報告すること

を口頭と紙面で説明した。なお城西国際大学研究

倫理審査委員会では、非該当と審査された。 

講演内容の理解度は、理解できた４、概ね理解でき

た３、あまり理解できなかった２、ほとんど理解で

きなかった１の 4 段階で評価し、研修会の参加経

験、当事者の講演聴講経験と講演内容の理解度に

ついてSpearmanの順位相関係数により相関分析を

行った。統計学的分析には、IBM SPSS Statistics 

26 を使用し、有意水準を p＜0.01とした。 

 

Ｃ．研究結果 

 意見交換会は、2019 年 9 月から 2020 年 9 月ま

でに、千葉県内の 3カ所で計 4回実施した（表 1）。 
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フライヤーを作成して鑑文と共に、開催周辺市町

村の訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所、

保健所、市町村の保健医療担当課と障害支援課、千

葉県内エイズ拠点病院 9施設など、のべ 2941施設

に郵送した。そのうち参加施設はのべ 80施設、施

設参加率は 2.7％、のべ参加者数は 102 人であっ

た。アンケート回答者はのべ 94 人、回答率は

92.2％であった。 

意見交換会の参加者の属性は、性別は、女性 73

人（77.7％）、男性 20 人（21.3％）、無回答 1 人

（1.1％）であった。年代は、20代 4人（4.3％）、

30 代 15人（16.0％）、40代 25人（26.6％）、50

代 33人（35.1％）、60代 13人（13.8％）、70代 

2人（2.1％）、無回答 2人（2.1％）であった。 

 

職種は、介護支援専門員が最も多く41人（43.6％）

であり、次に看護師 28人（29.8％）、保健師 5人

（5.3％）、教員 4人（4.3％）、介護職員・助産師・

医師 それぞれ 3人（3.2％）であった（図１）。 

HIV に関する研修会には、参加したことがある 

39人（41.5％）、参加したことがない 54人（57.4％）、

無回答 1人（1.1％）であった。 

 

HIV 陽性者の話を聴いたことがある 34 人

（36.2％）、聴いたことはあるが詳しい話ではない 

9 人（9.6％）、ほとんどない 49 人（52.1％）、無

回答 2人（2.1％）であった。 

 

この意見交換会への参加は、はじめて 69 人

（73.4％）、2回以上 10人（10.6％）、無回答 15

人（16.0％）であった。 

 

所属施設の HIV 陽性者の受け入れは、既に受け

入れている・受け入れたことがある 24人（25.5％）、

受け入れ可としているが今のところない  14

（14.9％）、受け入れていない 11人（11.7％）、わ

からない 14（14.9％）、該当しない 28人（29.8％）、

無回答 3（3.2％）であった。 

意見交換会に参加した理由は、地域との連携で

興味があった 47人（50.0％）が最も多く、当事者

からの話に興味があった 42 人（44.7％）、HIVの

千葉県内の動向について興味があった 36 人

（38.3％）、いつか HIV陽性者を受け入れるための

準備として 27 人（28.7％）という回答が多かっ

た。 

興味に対する意見交換会の参考度合いは、参考

になった 65 人（69.1％）、概ね参考になった 21

人（22.3％）、あまり参考にならない・ほとんど参

考にならない 0人（0％）、無回答 8人（8.5％）

であった。 

意見交換会の理解度については、「理解出来た」

と「概ね理解出来た」を合わせると 430人（91.5％）

であった。4回の加重平均は、最近の動向につい

て 3.70、HIV陽性者の現状について 3.60、地域

との連携で感じる困難について 3.58、当事者か

らのメッセージ 3.63、意見交換 3.62であり、

参加者が概ね理解できる内容であった。 

意見交換会に参加したことによる HIV に関する認

識の変化は、全く変わらない 6人（6.4％）、ほと

んど変わらない 21人（22.3％）、少し変わった 27

人（28.7％）、大きく変わった 36人（38.3％）、無

0% 20% 40% 60%
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50代

60代

70代

無回答

0% 20% 40% 60%
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ない

無回答
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ほとんどない

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて

2回目

無回答
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回答 4人（4.3％）となった。 

 

今後の HIV 陽性者の受け入れに関しては、今ま

で通り受け入れる 29人（30.9％）、今まで受け入

れていないが、これからは受け入れてもよい 14人

（14.9％）、私としては受け入れたいが施設が受け

入れない 5人（5.3％）、施設は受け入れても私は

受け入れたくない 0人（0％）、今まで通り受け入

れない 2人（2.1％）、該当しない 37人（39.4％）、

無回答 7人（7.4％）であった。 

施設で HIV 陽性者を受け入れるために必要なこ

とは、複数回答で、スタッフが今日のような話を聞

けるような研修会 が最も多く 67人（71.3％）で

あり、拠点病院と相談できるようなバックアップ

体制 52人（55.3％）、もっと詳しい HIV陽性者の

ケア等の具体的な方法 37人（39.4％）、関わって

いる人たちが集まって定期的に行う情報交換の場 

33 人（35.1％）、感染対策マニュアルの整備 28人

（29.8％）、施設における感染対策の手袋・ガウン

などの物品の整備 11人（11.7％）、感染対策にお

ける予算 6人（6.4％）の順となった。 

今の地域で HIV 陽性者の受け入れが進まない理

由として、複数回答で、施設の介護職員の理解が得

られない 44人（46.8％）、施設管理者（理事や施

設長）の理解が得られない 35人（37.2％）、施設

のほかの利用者や家族の理解が得られない 32 人

（34.0％）、施設の感染管理担当者の理解が得られ

ない 23人（24.5％）、その他 23 人（24.5％）、無

回答 16人（17.0％）であった。 

統計学的に分析によると、研修会の参加経験有

無と当事者の講演聴講経験（ρ=0.570）、研修会の

参加有無と地域連携の困難への理解度（ρ=0.388）

は有意差があった（表２）。それぞれの講演間では、

最近の動向、陽性者の現状、地域連携の困難、当事

者からのメッセージ、意見交換の理解度には、陽性

者の現状と当事者のメッセージには相関関係がな

かった（ρ=0.153）が、それ以外の講演間では有意

差があった（表３）。 

 

Ｄ．考察 

意見交換会のお知らせは、訪問看護ステーショ

ンと居宅介護支援事業所に宛てて郵送したため、

参加者の職種は、看護師と介護支援専門員が多か

った。そのため、参加理由として「連携」を挙げる

参加者が多かった。HIV陽性者を受けた経験のある

施設は 24人、受け入れたことはない・受け入れて

いないは 25 人とほぼ同数であった。これから HIV

陽性者を受け入れるための準備として参加したと

答えた参加者もおり、HIV陽性者の受け入れ困難さ

が緩和されていると感じる。 

HIV 研修会の参加経験のある人の方が 54 人

（57.4％）と少ないことから、HIVの啓発活動とい

う意味においては、この意見交換会をする意義が

あったと言える。フライヤーの「HIV陽性者が地域

で生きることが当たり前となってくる今」と書い

てあったので準備をしないといけないと思った、

という声や、HIVが死に至る病ではなくなったこと

を知った、U=Uを初めて知ったという声も意見交換

の中であり、HIVの最新情報は地域には伝わってい

ないことが明らかとなった。また、HIVは他人事で

はなく、同じ時代に生きる自分達にも関わる問題

だと自分事に思うことが、HIV 陽性者との関わりを

始める第一歩になると考えられた。当事者の話は、

ほとんどない・聴いたことがないがあわせて 58人

（61.7％）であることや、参加の目的に「当事者の

話を聴けること」を挙げた人が最も多かったこと

から、当事者の講演は研修会に含むに値する重要

な部分であった。 

この 4 回の意見交換会は、参加者の興味に対し

て参考になったのが 86人（91.4％）であったこと

から、HIV陽性者の最近の動向、HIV陽性者の現状、

地域連携における困難、当事者からのメッセージ

という内容は、十分であったと考えられる。講演の

理解度も、ほとんどの参加者が「理解出来た」と答

える内容であり、参加者に合った内容だと考えら

れた。 

研修会の参加経験と地域連携の困難の理解度と

相関したことから、何度も研修会に参加すること

0% 20% 40% 60%

不変

ほとんど

少し

大きく

無回答
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で、HIV 陽性者の抱える困難の理解度が高くなるこ

とが明らかになり、研修会を何度も繰り返す意味

はあると考えられた。陽性者の現状の理解度と当

事者からのメッセージの理解度が相関しなかった

ことから、それぞれの話は一事例として受け止め

て理解していることが示唆された。ケアに直結す

る現状として、治療や最新の動向、他の施設での受

け入れの状況や福祉サービスに関しては、受け入

れを進める上で重要な情報であり、拠点病院と相

談できる関係があることも、受け入れるための要

件になると考えられる。一度意見交換会に参加し

たからといって、飛躍的に受け入れが進むわけで

はないが、この機会をきっかけにして HIV に関心

をもち、施設の介護職員への研修なども進めるこ

とで、受け入れの障壁はさらに低くすることが可

能になるだろう。 

4 回の意見交換会開催にあたり、のべ 2941施設

に案内し、そのうち 80 施設（2.7％）から参加者

があった。4回中 3回は、悪天候や COVID-19の影

響で参加者が少なくなったことを考慮すると、特

段の影響のなかった第 2 回目の開催における「参

加率 4.2％」が HIV に対する関心を持つ施設のベ

ースラインであり、状況によって 1～２％に低下す

ると言えるだろう。また、何度も参加していただい

た参加者がアンケート回答者 94 人のうち 10 人

（10.6％）いることから、HIVの地域連携に関心の

ある人が一定数いることもわかった。今後は、意見

交換会を継続しながら関心のある人を集め、リピ

ーターを中心にして具体的に地域連携を進めてい

くことで、地域での受け入れを広げていく可能性

についてさらに検討していきたい。 

 

Ｅ．結論 

拠点病院と施設との地域連携を推進する目的で、

HIV 陽性者の最近の動向、HIV陽性者の現状、地域

連携における困難、当事者からのメッセージ、とい

った講演と意見交換を行ったところ、参加者の参

考になり理解度も高い研修会となった。また、HIV

の地域連携に関して興味のある施設は、地域の 1～

4％の施設であった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

本研究は介入研究ではなく特記すべき健康危険

情報はない。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表  

なし 

 2.  学会発表 

鈴木明子、葛田衣重、種恵理子、他 地域で HIV

陽性者を支えるために実施した意見交換会の成

果 第 33回日本エイズ学会 熊本 2019 

神明朱美、鈴木明子、葛田衣重、他 地域で HIV

陽性者を支えるために実施した意見交換会の成

果 第 34回日本エイズ学会 千葉 2020 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 
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表１ 意見交換会概要 

 
開催

地 
開催日 

参加施設 アンケート 

備 考 配布 

施設数 

参加 

施設数 

参加率 

（％） 

参加者 

（人） 

回答者 

（人） 

回答率 

（％） 

１ 市川 2019 年 2 月 9 日 333 16 4.8 18 15 83.3  降雪 

２ 千葉 2019 年 9 月 7 日 853 36 4.2 49 48 98.0   

３ 柏 2020 年 2 月 22 日 744 15 2.0 20 18 90.0  COVID-19 流行 

４ 千葉 2020 年 9 月 5 日 1,011 13 1.3 15 13 86.7  COVID-19 流行 

計   2,941 80 2.7 102 94 92.2   

 

 

 

            図１ 参加者の職種 

 

 

表２ 研修会や当事者の講演聴講の有無と各講演の理解度との相関 

    

研修会 

参加経験 

当時者の講

演聴講経験 
最近の動向 陽性者現状 

地域連携の

困難 

当事者のメ

ッセージ 
意見交換 

研修会参加経

験 

  

相関係数 1.000 .570** 0.236 0.225 .388** -0.014 0.009 

有意確率   0.000 0.114 0.132 0.009 0.926 0.957 

度数 47 47 46 46 44 46 36 

当事者の講演

聴講経験 

 

相関係数 .570** 1.000 0.223 0.263 0.255 -0.078 -0.070 

有意確率 0.000   0.136 0.077 0.094 0.605 0.685 

度数 47 47 46 46 44 46 36 

** ：p<0.01  

0% 20% 40% 60%

介護支援専門員

介護職員

ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

看護師

保健師

助産師

医師

事務

研究者

教員

学生

その他

無回答
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表３ 各講演の理解度の相関 

 
  

最近の動向 陽性者現状 
地域連携の

困難 

当事者のメ

ッセージ 
意見交換 

最近の動向 

  

  

相関係数 1.000 .638** .409** .384** .592** 

有意確率    0.000 0.006 0.008 0.000 

度数 47 47 44 46 36 

陽性者の現状 

  

  

相関係数 .638** 1.000 .586** 0.153 .766** 

有意確率 0.000   0.000 0.311 0.000 

度数 47 47 44 46 36 

地域連携の困難 

  

  

相関係数 .409** .586** 1.000 .390** .548** 

有意確率 0.006 0.000   0.009 0.001 

度数 44 44 45 44 36 

当事者のメッセ

ージﾞ 

   

相関係数 .384** 0.153 .390** 1.000 .426** 

有意確率 0.008 0.311 0.009   0.008 

度数 46 46 44 47 37 

意見交換 

  

  

相関係数 .592** .766** .548** .426** 1.000 

有意確率  0.000 0.000 0.001 0.008   

度数 36 36 36 37 37 

** ：p<0.01 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

                                                                                              
研究分担課題 患者が地域の保険薬局を選んだ時に対応できるシステム作りに関する研究 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 

研究分担者 鈴木 貴明 千葉大学医学部附属病院薬剤部 副薬剤部長 

研究協力者 築地 茉莉子 千葉大学医学部附属病院薬剤部 薬剤師 

 菅谷 修平 千葉大学医学部附属病院薬剤部 薬剤師 

 

研究要旨 

処方箋に基づき薬剤を調剤・交付する役割のある保険薬局において、地域連携を図る際の課題を明白と 

するとともに、実践可能なモデルや方法を提案する。 

  

Ａ．研究目的 

  強力な抗ウイルス療法(ART:Anti Retro virus T

herapy)により、HIV/AIDS は長期生存が可能な疾患

となった。この結果、HIV感染症患者の高齢化が確実

に進み、HIV感染症患者に求められる医療も多様化

してきた。現段階ではHIV 拠点病院集中型の診療を

行っているため、抗HIV薬の調剤はHIV診療拠点病院

周辺の保険薬局を中心に行われている。しかし、HI

V感染症患者の課題に対応するために、HIV 拠点病

院と地域の医療機関との連携を重視した診療体制

を構築することが必要になってきており、今後地域

連携が推進された場合、患者が地域の保険薬局での

調剤を希望することも想定される。このような場合

にすべての保険薬局がスムーズに抗HIV薬の調剤に

対応できる必要がある。 

本研究では保険薬局の抗HIV薬管理やHIV感染症患

者への対応における課題を調査し、解決に向けて実

践可能なモデルを提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

1.自立支援医療(更生医療)指定薬局調査 

  千葉県内の自立支援医療（更生医療）指定薬局数、

所在地を千葉県、千葉市、船橋市、柏市の協力を得

て調査した。また現在、抗HIV薬を調剤している保険

薬局に対し、薬剤の在庫管理状況、服薬指導の実際、

病院との連携体制について実地調査を行った。なお、

本調査は千葉大学大学院医学研究院倫理審査委員会

の承認を受けて（受付番号3282）行った。 

 

2.服薬指導時の問題点・留意点の調査 

「1.自立支援医療(更生医療)指定薬局調査」にて把

握した千葉県内の自立支援医療（更生医療）指定薬 

局、ならびに現在抗HIV薬を調剤している千葉県内外

の保険薬局212施設に対し、薬剤の在庫管理状況、服

薬指導の実際、病院との連携体制などについて質問

紙による調査を行った。なお、本調査は千葉大学大

学院医学研究院倫理審査委員会の承認を受けて（受

付番号3282）実施した。 

 

3.抗HIV薬調剤時における服薬指導重要項目の作成 

 千葉県HIV拠点病院10施設のHIV担当薬剤師を対象

に、抗HIV薬に関する服薬指導で特に重要な10項目と

その優先順位を調査した。全体の結果から優先順位

の中央値が高い項目を抽出し、また千葉県HIV拠点病

院会議 薬剤師部会にてその他必要・不要な項目につ

いて議論し、最終的な服薬指導重要項目を作成した 

 

4.抗HIV薬の在庫情報管理システムの構築と評価 

抗HIV薬の在庫情報管理システムの構築と評価複

数施設の抗HIV薬の在庫情報をクラウド上で簡便に

管理することを目標に、対象薬を抗HIV薬ならびにC

型肝炎治療薬、対象施設を千葉大学病院の近隣5薬局

とし、クラウド在庫管理ソフト「ZAICO」(https://w

ww.zaico.co.jp/)を用いた在庫管理システムを試験

的に運用した。 
図1. 薬局間での在庫管理のイメージ 

対象薬剤の在庫数更新方法は、以下の3つから施設

ごとに選択した。 

① 手動でシステムに数字を入力する方法 

② 薬剤ごとのバーコードをスマートフォンで読み
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込み、在庫数を入力後システムと同期させる方

法 

③ 薬局の在庫CSVファイルを用いてシステムにイ

ンポート可能なファイルに変換し、対象薬の在

庫情報を一括で更新する方法 

なお、本在庫管理システムを通じて他の薬局の在

庫状況を確認した場合は、その薬剤名、目的などを

調査した。 

 

Ｃ．研究結果 

1.自立支援医療(更生医療)指定薬局調査 

  千葉県内の自立支援医療（更生医療）指定薬局は

全薬局の約4割であった。またその立地は、人口密度

や自立支援医療免疫機能障害患者の居住地ならびに

HIV診療拠点病院の近隣にほぼ相当する配置であり、

地域による偏りが認められた。 

 

2.服薬指導時の問題点・留意点の調査 

千葉県内外の自立支援医療（更生医療）指定薬局

に対する実地ならびにアンケート調査の結果、質問

紙による調査から保険薬局薬剤師は、抗HIV薬の服薬

指導においてプライバシーへの配慮など特有の課題

を含みつつも患者のアドヒアランス向上のために多

くのことを確認し、患者に伝えていることが明らか

となった。一方、抗HIV薬の服薬指導の実績を積んで

いる薬局でも、困っていることが多いことが明らか

となった。特に抗HIV薬の服薬指導時には他疾患治療

薬と比較し、「何を伝えればよいかわからない」「何

を聴取すればよいかわからない」といった項目が服

薬指導時に問題となる傾向があった。また高額医薬

品の欠品・返却は、系列薬局のみならず近隣薬局や

卸などと対応しているが、「在庫」ならびに「在庫情

報」の共有はしていても系列薬局に限局されている

ことが明らかとなった。 

 

3.抗HIV薬調剤時における服薬指導重要項目の作成 

 千葉県HIV拠点病院10施設のHIV担当薬剤師が挙げ

た服薬指導の優先順位が高かった項目は、「抗HIV薬

変更の有無を確認すること」、「服薬状況を確認する

こと」、「体調の変化・副作用を確認すること」であ

った。なお、事前に服薬指導項目として挙げていな

かった「ライフスタイルの変化」の確認について、

会議当日の議論でライフスタイルについては急に変

化することもあるため、定期的に確認すべきとの意

見が出された。これらをもとに千葉県HIV拠点病院薬

剤師部会での討議により、保険薬局における抗HIV薬

交付時の服薬指導重要項目を作成した（図2）。 

 

図2. 院外薬局における服薬指導で特に重要な項目 

 

なお、主な確認項目ならびに指導項目に対する具体

的な服薬指導内容は、以下のとおりとした。 

＜抗HIV薬変更の有無＞変更があった場合は用法用

量、生じやすい主な副作用(消化器症状、頭痛、めま

い等)の説明を行う 

＜服薬状況・残薬状況＞ 

・正しい用法用量で服薬できているか確認する 

・飲み忘れの頻度を確認する 

・残薬の錠数を聴取する 

＜体調の変化・副作用＞ 

具体的な症状と発現時期を聴取する 

＜臨床検査値＞ 

患者が検査値情報を持参している場合は、治療成

績や全身状態についての情報を共有する 

＜薬物相互作用＞ 

 禁忌に相当する併用薬はないか、金属イオン含有

する薬剤・サプリメントの併用はないかなどを確認

する 

＜服薬の継続について（飲み忘れがある場合）＞ 

・服薬率と治療成功率の図を用いて継続の重要性を

説明する 

・飲み忘れた場合は気づいたときに1回分を内服し、

次からスケジュール通り内服する。 
・飲み忘れないための工夫として、携帯電話
などのアラーム機能や手帳やカレンダーへの

記録、アプリ等の活用を推奨する 
＜治療目標の共有＞ 
・患者自身がCD4数、HIV-RNA量の値を把握し
ているか確認する 
・HIV-RNAが検出されていないか確認する 
 
4.抗HIV薬の在庫情報管理システムの構築と評価 

現在在庫管理システムトライアルを実施中である

が、現在まで特に大きなシステムエラーは生じてい
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ない。今後運用終了時にシステムの妥当性や課題を

調査予定である。 

 

Ｄ．考察 Ｅ．結論 

1.自立支援医療(更生医療)指定薬局調査 

自立支援医療の指定を受け抗HIV薬の調剤に対応

できる薬局は人口密度に準じて千葉県下の広範囲に

立地するため、地域の保険薬局での薬剤受け取りを

希望する患者の要望におおむね応えることができる

と考えられた。拠点病院の立地と同様、患者宅の近

くに薬局がない地域が見受けられることが、今後の

課題であると考えられた。 

  

 

2.服薬指導時の問題点・留意点の調査 

本調査より保険薬局においてプライバシーへの配

慮など特有の課題を含みつつも患者のアドヒアラン

ス向上のために多くのことを確認しながら患者に伝

えている一方、抗HIV薬の服薬指導の実績を積んでい

る薬局でも、困っていることが多いことが明らかと

なったことから、HIV薬の調剤・服薬指導においては

HIV診療拠点病院と保険薬局の連携の良い関係が図

られることが望ましいと考えられた。服薬指導に関

しては抗HIV薬に関する服薬指導で特に重要な項目

について、千葉県HIV拠点病院会議 薬剤師部会で協

議を加えながら服薬指導項目を作成できたので、地

域の薬剤師会とも協力しその利用を広めることが有

用であると考えられた。 

また系列薬局をもたない個人や小規模経営薬局

においては、高額医薬品である抗HIV薬の在庫管理

に課題が残ると考えられた。よって今後は、系列薬

局をもたない個人や小規模経営薬局においても抗H

IV薬の在庫管理への負担が軽減できるよう、抗HIV

薬を含む高額医薬品について在庫情報の共有がで

きる在庫情報共有ツールとしてのクラウド在庫管

理システムの有用性の検証が必要と考えられた。 

 

3.抗HIV薬調剤時における服薬指導重要項目の作成 

 服薬指導時の重点項目が明らかとなったことで、

経験の少ない保険薬局薬剤師であってもスムーズに

抗HIV薬の服薬指導が行えることが期待される。今後

作成した服薬指導重要項目は、実際に臨床で運用さ

れながら、適宜評価されていくことが望ましいと考

える。 

4.抗HIV薬の在庫情報管理システムの構築と評価 

薬局ごとに異なる在庫の更新方法を選択している

がそれぞれ問題なく行えていることから、在庫更新

方法の汎用性は高く、限定された30品目程度であれ

ば日常業務の中で手動での在庫数更新が可能である

ことが示唆された。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表  

日本エイズ学会誌に投稿予定 

2.  学会発表  

築地茉莉子 他、自立支援医療（更生医療）指定

薬局の抗HIV薬処方応需状況に関する調査、第33回

日本エイズ学会学術集会・総会 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

  
研究分担課題 地域連携のコーディネートに関する研究 

 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 
     研究分担者 葛田 衣重 千葉大学医学部附属病院 地域医療連携部 ソーシャルワーカー 

 
 

研究要旨 

千葉県内の HIV 陽性者の生活を支える社会資源の利用実態を把握した。公的制度の利用に問題は無く、生

活を支える社会資源との連携は困らないようになっていたが、施設サービス利用は進んでいなかった。陽性

者が社会資源を適切に利用できるよう、福祉専門職団体と HIV 研修を企画、運営協力した。その結果支援ネ

ットワーク拡大に結びついた。相談支援場面で使用する「千葉県版制度の手引き」を作成した。制度利用が進

まない背景や根拠を知らせ、「HIV 陽性者がサービスを利用できないのは人権侵害である」という視点を持つ

啓発を続ける必要がある。 

 
 

 

Ａ．研究目的  

HIV 陽性者は治療の劇的な進歩により、適切な

医療管理のもとその人らしい社会生活が送れるよ

うになった。そのため HIV 陽性者も高齢化し要介

護状態や生活習慣病、非 HIV 関連疾患等に罹患し、

回復や訓練のためのリハビリ入院や在宅サービス、

さらには施設入所、療養型病院等への入院が必要

となっている。しかし疾患に対する社会的な偏見、

無知・無関心などにより多くの地域で未だに受け

入れ困難な状況が続いている。 

2018 年度は、HIV 陽性者の生活を支えるサービ

ス利用の現状を把握し、地域連携の課題を検討す

ることにより、優先的に取り組む課題と方法を整

理する。 

2019 年度は、2018 年度で明かとなった課題に対

し、啓発研修への参加および HIV 陽性者が利用で

きる「千葉県 制度の手引き」作成を開始する。

2020 年度は、千葉県版制度の手引き」を完成させ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

1.千葉県内における HIV 陽性者の社会資源利用

状況の把握 

千葉県エイズ治療拠点病院等ソーシャルワーカ

ー（表）との検討会議、研修への参加から、「地域

連携の現状と取り組みたい課題」をテーマとして

KJ 法を用いて分析した。 

検討会議：4 回

（H30.8.25/9.22/11.24/H31.2.2）。H30.10.28  

研修：第 4 回千葉県 HIV 医療連携セミナー 

（鳥居薬品主催） 

 

2.地域生活を支援する専門職団体の研修協力  

千葉県社会福祉士会（印旛地区）が主催する研修

に協力参加した。 

日時：令和元年 12 月 14 日（土）13：30～16：00 

場所：成田赤十字病院 研修室 

テーマ：HIV 陽性支援 

プログラムは疾患・治療、陽性者が利用できる社

会源、当事者からのメッセージ、グループワーク 

 

3.「千葉県版 制度の手引き」作成 

千葉県エイズ治療拠点病院等ソーシャルワーカ

ーと検討会議を持ち、「制度の手引き」（仮称）内

容検討、執筆分担し原稿をまとめる。まとめた内

容について、ケアマネジャー、社会福祉士、在宅

診療所ソーシャルワーカーと精査を進めた。 

 検討会議：8 回 R3 年実施の 2 回はオンライン 

（ H31.4.13/R1.6.1/7.6/9.16/11.4/R2.1.18/R3.2.1

7/2.24）             

 手引き内容について検討会議：1 回（R2.3.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 千葉県エイズ治療拠点病院等ソーシャルワーカー 
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会議メンバー 

 病院名  氏名 

国立病院機構千葉医療センター  崎山綾音  寺淑子 

国保旭中央病院  櫻橋信行  鷺山暖佳 

国保直営総合病院君津中央病院  保坂真紀 

医療法人鉄蕉会亀田総合病院  鎌田喜子 

成田赤十字病院  浅野慎治 

順天堂大学医学部附属浦安病院  塩路直子 

東葛病院  柳田月美 

東京慈恵会医科大学附属柏病院  小林可奈 小山淳美 

新松戸中央総合病院 小池永慈 大谷藍 

 畑田真穂 田中 

同和会千葉病院  新井尚美 

千葉大学医学部附属病院  葛田衣重 

 

Ｃ．研究結果 

1．千葉県内における HIV 陽性者の社会資源利用

の実態 

（1）地域性 

 ・東葛地域は通院世代が若年のため、在宅療養

および転院・入所支援の経験がなかった。 

 ・千葉市以東西、以北には外国人陽性者も少な

からみられ、医療保険未加入、通訳の必要、在留

資格が無いなど療養に大きな影響を及ぼしていた。 

（2）リハビリテーション 

 ・回復期リハビリテーション病棟、地域包括ケ

ア病棟への転院が進んでおり、観血的検査等がな

いこと、入院期間が決まっていること、などが受

け入れの障壁を低めていると考えられた。抗 HIV

処方は他院入院中であるが拠点病院受診で確保さ

れていた。 

（3）在宅サービス 

・全県内で主に介護保険によるサービス（ケア

マネジメント、訪問看護、訪問介護、訪問入浴等）

の利用は事業所探しに困らない状況となっていた。

各拠点病院とも、過去の困難事例の支援実績から、

相談の時点で断らない事業所を選定していた。 

・バックアップは拠点病院が対応する体制を取

っていた。 

（4）施設サービス 

・県内 7 カ所の施設（特別養護老人ホーム、有

料老人ホーム、サービス付き高齢者住宅など）で

受入れ経験あり。受入れの判断は、施設の理念に

拠ることが大きいとことが示唆された。複数名を

受け入れている施設もみられ、受け入れ先が限定

していた。 

 

（5）終末期の受け入れ先 

・がん末期で HIV治療を必要としていなかったが、

緩和ケア病棟、ホスピス病棟の受け入れは限られ

ていた。HIV を対象外としている病院もみられた。

緩和ケア病棟への転院、入院が社会資源との連携

の課題であることが明らかとなった。 

（6）社会資源の周知と利用支援 

・非拠点病院のソーシャルワーカーおよび地域の

ソーシャルワーカーには、HIV 陽性者が利用でき

る制度が周知されにくい。周知のため制度をガイ

ドする必要性が認識された。 

（7）行政との連携 

・行政が行う組織長会議や研修などを利用して、

HIV 陽性者の地域生活の現状と課題を周知する必

要がある。 

・市町村窓口の対応均一化および書式の統一化、

簡略化の検討を提案する。 

 

2. 地域生活を支援する専門職団体の研修協力  

（1）協力内容 

・プログラムの検討、講師紹介、会メンバーによ

る講師担当、グループワーク進行、ファシリテー

ターを担った。 

（2）参加者、所属 

参加者は 18 名、所属は中核地域生活支援セン

ター、社会福祉協議会、病院（HIV 拠点病院）、市

役所、独立型社会福祉士事務所などだった。

MSW(病院に勤務する社会福祉士)以外は、地域生

活全般を支援する社会福祉専門職だった。 

（3）研修後アンケート 

自由記載には「大変参考になった」または「参

考になった」が全ての設問で 100％を占めた。医

学的知識については、「最新の治療を学ぶことがで

きた」「エイズについていかに知識をもっていなか

がよくわかった」。社会福祉制度については

「MSW の立場と支援方法が学べた」。薬害被害者

の講義に対しては「血友病の治療、薬害訴訟の歴

史、社会福祉士試験問題から人権擁護、ソーシャ

ルワークの基本を学びなおす貴重な機会となった」

などの記載があった。グループワークについては

「私たちがどう取り組むべきか、活発に話し合え

た」「これから地域に少しずつ増えていく要介護、

要支援の陽性者のサポートが得られそうで安心し

た」などがみられた。HIV 診療拠点病院 MSW 以

外は HIV 陽性者支援経験がないが、正しい知識を

学ぶことの大切さと拠点病院等のサポートを得な

がら非陽性者と変わりなく支援できることが確認

された。 

 

3．「千葉県版 制度の手引き」発行 

 2019～2020 年にかけて検討、内容を精査して
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完成した。 

 配布対象：医療と生活を繋ぐ専門職として、

MSW、PSW、社会福祉士とし、それぞれ千葉県医

療ソーシャルワーカー協会、千葉県精神保健福祉

士協会、千葉県社会福祉士会を介して会員に提供

することとした。 

 内容：HIV 感染症の知識、治療と予防、医療費

を軽減する制度、就労、妊娠出産、介護、ターミ

ナル期、外国人支援を項目として立て、分かりや

すく説明するとともによくある質問に答える形式

をとった。 

 

Ｄ．考察 

初年度の終了時、今後の取り組み課題として以下

の 3 点が挙がった。 

（1） 受け入れ経験のある 7 施設への訪問調査 

 受入れ経験のある施設に、受入れ相談から施設

内での検討、受入れ決定、実際の受入れ、受入れ

後の状況などを施設長、相談担当者から直接聞き

取り、施設内での葛藤や判断要因を明らかにする

ことが、今後受け入れ先を開拓する要点となると

考えられた。 

（2） 地域支援団体が主催する啓発研修への協力 

 HIV 感染症、予防の正しい知識提供し、当事者

の声を届ける啓発研修への協力として、講師（感

染症医師、拠点病院 MSW、当事者）派遣、グループ

ワークファシリテート協力を行うことで、多くの

支援専門職の啓発となる。県内の介護職団体、高

齢者施設団体、就職関係などが行う研修に参加協

力することにより、支援者ネットワークを広げサ

ービスが利用しやすい環境を創ることに繋がる。 

（3） 制度の手引きの作成 

 HIV 陽性者に初めて出会う支援者が、HIV 感染

症、社会的背景を理解し、実際に支援することを

サポートする分かりやすい冊子が必要。 

 

研究期間の 2 年目から 3 年目にこれらの課題に

取り組んだが、訪問調査は未だ実施していない。

コロナ感染対策の影響は否めないが、紙面や電話

聞き取りなど手段を変更して実施することを考え、

千葉県の受入れ施設について基礎資料としたい。 

他団体の研修への協力は 1 件実施した。専門職

団体には会員をスキルアップし利用者支援の質向

上を目的としており、HIV やコロナ感染症をテー

マとした団体のニーズを満たす研修を提案、運営

協力することが求められている。 

「千葉県版制度の手引き」は完成した。医療と

福祉を繋ぐ専門職および地域生活支援の専門職に

配布し、今後現場での有効性、研修テキストとし

ての妥当性などを検証するとともに、制度更新に

柔軟に対応できる体制づくりが必要と考える。 

 

Ｅ．結論 

県内の HIV 陽性者の社会資源利用状況は、治療継

続に必要な公的制度は適切に利用でき、生活を支

えるサービスも利用に困らない状況だった。一方

施設サービス利用は進んでいなかった。この現状

から、支援者に正しい知識を提供すること、サー

ビスが適切に利用できないのは、本人の人権を侵

害しているという意識を啓発する必要があること

が明らかとなった。制度の手引き配布、専門職団

体だけでなく市民に向けての啓発研修の実施を続

けていく必要がある。 

 

Ｆ．健康被害 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表  

なし 

2.学会発表  

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得  

なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



- 55 - 

 

厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
（総合）分担研究報告書 

 
拠点病院集中型から地域連携を重視したHIV診療体制の構築を目標にした研究 

  

研究分担課題 透析患者、CKD 患者における地域連携 

研究代表者 猪狩 英俊 千葉大学医学部附属病院 感染制御部長 准教授 

研究分担者  高柳 晋    千葉大学医学部附属病院 助教 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

 HIV感染者の長期予後が見込めるようになり、それ

に伴いHIV感染者の高齢化が顕在化してきている。 

高齢化により糖尿病をはじめとした生活習慣病の合

併が増加しており、腎機能障害を生じた患者も稀で

はない。千葉大学医学部附属病院ではこれまで4人の

透析患者があったが、透析病院の確保に難渋した。 

 そのため、血液透析を要するHIV感染者の診療体制

の整備を目的とする。 

 

B. 研究方法 

血液透析を行っている千葉県内148施設を対象と

し紙ベースでのアンケート調査を行う。 

受け入れ可能であった要因を調査し、また受け入

れ阻害因子の抽出も行うことで、解決策を模索する。 

 

C. 研究結果 

千葉県の千葉大学医学部附属病院を除く透析可能

な施設148施設のうち68施設（45.9%）より回答を得

た。 

現段階でHIV感染者の受け入れ実績がある施設が1

1施設(16.2%)、実績がないが受け入れ可能な施設は1

1施設(16.2%)であり、現段階で受け入れ可能な施設は

併せて22施設(32.4%)であった。環境整備を行えば受

け入れ可能である施設は29施設(42.6%)であった。受

け入れ契機としては、診療の要請があったためとの

回答が8施設(72.7%)で最も高く、次いでHIVの知識の

ある医療関係者がいたためとの回答が5施設(45.5%)

であった。 

受け入れ阻害因子としては感染対策マニュアルの

整備ができていないと回答した施設が最も多く 26

施設(38.2%)であった。針刺し事故に関与するものと

しては対応がわからないと回答した施設が 15 施設

(22.1%)であり、PEP のコストが高いと回答した施設

が 12 施設(17.6%)であった。その他の阻害因子とし

ては、医師の理解が得られない 7 施設(10.3%)、コメ

ディカルの理解が得られない 24 施設(35.3%)、業務

が煩雑であり感染症を有する患者への対応が困難 

18 施設(26.5%)などであった。 

HIV 感染者受け入れのために必要な対策としては

講習会の実施が最も多く 41 施設(60.3%)、次いで針

刺し事故時の対応の簡略化が 29 施設(42.6%)であっ

た。上記結果を第 33 回日本エイズ学会学術集会・総

会にて発表を行った。 

 

D. 考察 

透析施設においてHIV感染者の受け入れを可能に

するためには知識の啓蒙と針刺し時の対応の簡便

化・低コスト化が必要である。 

 

E. 結論  

啓蒙活動や針刺し事故時の対応の簡便化・低コス

ト化を図ることで、透析施設のHIV感染者受け入れ状

況が改善する可能性がある。 

 

F. 健康危険情報 

 現時点で、該当事項はなし。 

 

G. 研究発表 

高柳 晋 他 地域医療連携構築を目標とした 

透析施設におけるHIV感染者の受け入れ実態調査 

第33回日本エイズ学会学術集会・総会 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
 
1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3.その他 

なし 

研究要旨  

エイズ拠点病院集中型から地域連携を重視した HIV診療体制の構築で課題となるのは拠点病院以外

のどの病院で HIV感染者の診療を担うのかである。本研究では血液透析を要する HIV感染者の診療体

制の整備を目的とする。 
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